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第２章　災害応急対策計画

第１節　活動体制計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【町・各機関】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
町の地域に災害が発生し、または発生するおそれがあるときは、災害応急対策を迅速かつ強力に推進するため、必要な職員を動員配備して、その活動体制に万全を期する。

また、それぞれの関係機関は、その組織及び機能のすべてをあげて災害応急対策組織の活動に協力するものとする。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　活動体制

１　体制の種別及び配備区分

災害対策の活動に当たってとるべき体制の種別及び配備区分

（１）地震発生時

ア　初動体制及び緊急体制
（本部を設置しないで、通常の組織をもって災害対策活動を推進する体制）

	配備区分
	地震発生時の配備基準
	活　動　内　容

	初動体制
	原則として震度５弱の揺れが発生した場合
	主として情報の収集及び報告を任務として活動する体制

	緊急体制
	原則として震度５強の揺れが発生した場合

「東海地震注意情報」が発表された場合
	災害状況の調査及び非常体制の実施に備えて活動する体制


イ　非常体制（本部を設置して災害対策活動を推進する体制）

	地震発生時の配備基準
	活　動　内　容

	原則として震度６弱以上の揺れが発生した場合

「東海地震予知情報」が発表された場合
	組織及び機能のすべてを挙げて活動する体制


（２）その他災害（風水害等）時

ア　警戒体制及び緊急体制
（本部を設置しないで、通常の組織をもって災害対策活動を推進する体制）

	配備区分
	風水害等発生時の配備基準
	活　動　内　容

	警戒体制
	災害が発生または発生が予想される場合（台風直撃等）
	主として情報の収集及び報告並びに警報等の伝達を任務として活動する体制

	緊急体制
	災害が発生した場合または大規模災害の発生が予測される場合（町に災害救助法が適用または適用が予想される場合）
	災害状況の調査及び非常体制の実施に備えて活動する体制


イ　非常体制（本部を設置して災害対策活動を推進する体制）

	風水害等発生時の配備基準
	活　動　内　容

	相当規模の災害が発生または発生が予想される場合

（町に災害救助法が適用または適用が予想される場合）（特別警報発令時等）
	組織及び機能のすべてを挙げて活動する体制


（３）初動会議の機構および組織

ア　初動会議は、副町長、総務課長、町民生活課長、健康福祉課長、産業観光課長、建設課長、会計管理者、教育委員会教育次長をもって組織し、災害予防及び初期の応急対策の実施について協議する。

　イ　初動会議の所掌事務

　（ア）災害発生初期及び災害が発生する恐れがある場合の情報収集及び分析

　（イ）職員の配備体制及び動員についての提言

　（ウ）初期応急対策活動の立案

　ウ　初動会議の解散

初動会議は、災害対策本部が設置されたとき、または初期の応急対策の必要性が認められなくなったとき解散する。

（４）本部の機構及び組織
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イ　対策部及び班の組織

	対策部
	対策班

	総務部
	行政班　企画班　消防班　財務班　会計班

	町民生活部
	住民班　環境衛生班

	健康福祉部
	福祉救護班　健康づくり班

	税務部
	税務班　

	産業観光部
	農林班　商工観光班

	建設部
	管理班　土木班

	教育部
	教育班


ウ　災害対策本部の組織及び担当業務

	職　名
	担当職
	担当業務

	本部長
	町　長
	災害対策本部を統轄し、部署の職員を指揮監督する。

	副本部長
	副町長

教育長
	本部長を補佐し、本部長事故あるときは、その職務を代理する。


	部名
	部長担当職
	班(班長)
	主な担当業務

	各部共通
	
	
	1　住民の避難誘導に関すること。
2　所管施設の防災対策及び訓練に関すること。

	総務部
	総務課長

(副部長)

会計課長

議会事務
局長
	行政班

（行政担当）
	1　職員の動員配備及び災害対策活動に関すること。

2　本部長、副本部長の秘書に関すること。

3　陳情、見舞金の応接に関すること。

4　他班の応援に関すること。

	
	
	企画班

（企画政策防災担当）
	1　町本部の開設、閉鎖に関すること。

2　国、県への要請並びに連絡調整に関すること。

3　災害広報及び報道機関との連絡に関すること。

4　住民の避難等に関すること。

5　他市町村への要請並びに連絡調整に関すること。

6　指定公共機関、指定地方公共機関への要請並びに連絡調整に関すること。

7　その他の関係機関、各部との連絡調整に関すること。

8　全体的指揮命令に関すること。

9　災害情報のとりまとめ、集計及び報告に関すること。

10　安否情報の収集・提供に関すること。

11　自衛隊出動要請に関すること。

12　自動車の借上配車に関すること。

13　通信の確保に関すること。

14　避難情報、各種警報、通報等の伝達に関すること。

15　応急救助全般に関すること。

16　生活必需品の給与または貸与に関すること。

17　炊出し、その他食料品等の調達補給に関すること

18　災害ボランティアに関すること。

19　災害救助法に関すること。
20　防災行政無線に関すること。

21　自主防災組織との連絡調整に関すること。
22　広域応援の受入れに関すること。

23　帰宅困難者対策に関すること。
24　その他各部に属さないこと。

	
	
	消防班

（消防団長）
	1　火災等の災害の防御に関すること。

2　避難情報の伝達、救出、行方不明者の捜索に関すること。

3　災害地域の警備及び緊急輸送に関すること。

4　秩父消防署北分署等との連絡調整に関すること。

	
	
	財務班

会計班

（財務担当）
	1　救助費の集計に関すること。
2　町の災害復旧資金計画に関すること。

	町民
生活部


	町民生活課長
	住民班

（戸籍住民担当）
	1　避難所に関すること。

2　埋・火葬に関すること。
3　住民安否情報の提供に関すること。

4　被災者台帳に関すること。

	
	
	環境衛生班

（環境衛生担当）
	1　災害時の清掃・消毒に関すること。

2　廃棄物処理に関すること。

3　給水及び給水計画に関すること。

4　水道施設の被害調査に関すること。

5　生活関連等施設の安全確保に関すること。
6　仮設トイレの設置及び管理に関すること。

7　動物愛護対策に関すること。

	健康
福祉部


	健康福祉課長
	福祉救護班

（福祉介護担当）
	1　救出救護に関すること。

2　避難行動要支援者に関すること。

3　災害見舞金・義援金品等の募集及び配分に関すること。
4　被災者への融資や被災者生活再建支援金に関すること。
5 　応急保育に関すること。

	
	
	健康づくり班

（健康づくり担当）
	1　医療資材の調達補給に関すること。

2　医療及び助産に関すること。

3　伝染病予防及び防疫に関すること。

4　り災者の医療及び医療機関との連絡調整に関すること。

5　救護所の開設、運営に関すること。
6　被災者の心のケア対策に関すること。

	税務部
	税務課長
	税務班

（課税・収納担当）
	1　災害り災状況の調査確認に関すること。

2　り災台帳の作成に関すること。
3　り災証明書の発行に関すること。

4　町税の免税及びその他納税に関すること。

	産業
観光部


	産業観光課長
	農林班

（農林振興担当）
	1　農作物の被害状況調査及び被害対策指導に関すること。

2　り災者の食料確保に関すること。

3　農作物等の共済に関すること。

4　町有林、民有林の被害調査に関すること。

5　治山・治水施設の被害調査に関すること。

	
	
	商工観光班

（商工観光担当）
	1　救援、救護物資の斡旋輸送に関すること。

2　商工業関係の復旧対策の総合調整に関すること。

3　生活関連物資等の価格安定に関すること。

4　観光関係の復旧対策の総合調整に関すること。

5　観光客の安全確保に関すること

	建設部
	建設課長
	管理班

（管理都市計画担当）
	1　災害住宅の応急修理及び資材の確保輸送に関すること。

2　被災宅地危険度判定に関すること。

3　応急仮設住宅に関すること。

4　災害復旧計画の立案及び実施に関すること。

	
	
	土木班

（建設担当）
	1　道路、河川、橋梁等の被害調査に関すること。

2　道路橋梁等の応急復旧に関すること。

3　建設事業者の確保及び連絡に関すること。

4　住居またはその周辺に運ばれた土石、竹木等の除去に関すること
5　障害物の除去に関すること。
6　除雪に関すること

	教育部
	教育次長


	教育班

（学校教育担当）
	1　教育施設の被害調査に関すること。

2　学用品の調達、輸送、給与等に関すること。

3　施設の応急修理及び給食の実施に関すること。

4　応急教育指導に関すること。

5　指定文化財に関すること。
6  学校、社会教育施設等の避難所開設に関すること。
7  児童、生徒の精神医療(こころのケア)に関すること。


（５）本部の運営
ア　本部会議
本部長は、副本部長及び本部員で構成する本部会議を開催し、災害予防及び災害応急対策の総合的な基本方針を決定する。
イ　部及び班
部及び班は、本部会議の決定した方針に基づき災害対策業務の実施にあたる。
ウ　現地災害対策本部
現地災害対策本部は、被災地において災害応急対策を実施するため設置する。
（６）職員の勤務管理、健康管理及び給食等
各部長、各班長及び現地災害対策本部長は、災害対策本部を構成する職員の健康及び勤務状態に常に配慮し、交代要員の確保等適切な措置をとる。
本部は各部、各班、現地災害対策本部の勤務状況を把握し、必要に応じ応援活動の指示を行う。
総務部は、職員の休憩、仮眠、健康管理、給食、給水等の業務を実施するものとし、必要に応じ、他部に応援を依頼する。
各部、各班及び現地災害対策本部では、それぞれ職員活動支援担当をおき、総務部と連携をとる。
２　災害対策の活動要領
町の実施する災害応急対策の具体的な活動要領は、この計画の本章各節に定めるところによるが、その活動にあたっては、次に掲げる項目について漏れがないようにする。
（１）警戒体制及び緊急体制の活動要領
ア　本部設置前の措置
（ア）気象状況の把握及び分析
（イ）気象情報の迅速な伝達及び庁内広報
（ウ）県消防防災課、秩父地域振興センターその他防災関係機関との連携を強化し、配備体制及び防御の事前措置の打合せ並びに警戒体制の強化指示
（エ）命令の伝達及び徹底
（オ）連絡員会議の開催
（カ）自衛隊災害派遣要請の要求等
イ　災害用備蓄資器材の点検整備
（ア）災害対策用物資及び器材の点検整備
（イ）医薬品及び医療資器材の点検整備
（ウ）防疫薬品及び防疫資器材の点検整備
ウ　水防活動
（ア）水防本部の設置及び配備体制
（イ）水防指令の徹底
（ウ）水防警報等の伝達及び通報
（エ）水防資器材の点検整備及び輸送
（オ）雨量及び水位の観測、取りまとめ及び通報
（カ）水防機関との連絡強化
（キ）避難、立退き及び警戒区域の設定
（ク）水防管理団体への協力要請
（ケ）自衛隊及び警察官の出動要請
エ　情報連絡活動
（ア）情報連絡体制の確立
（イ）被害状況の迅速的確な把握
（ウ）被害速報の集計及び報告
（エ）災害情報の整理
（オ）水防情報の把握及び取りまとめ
（カ）災害情報の各部及び関係機関への伝達及び通報
（キ）気象情報の把握及び伝達
（ク）命令の伝達
（ケ）警察等の災害情報との照合
オ　災害広報
（ア）災害情報及び災害対策の報道機関への発表
（イ）災害情報及び災害対策の庁内放送
（ウ）災害写真の撮影及び災害資料等の広報資料の収集
カ　災害警備対策
（ア）避難の勧告指示及びその誘導
（イ）被災者の救出救助
（ウ）避難所の把握
（エ）交通対策
キ　本部の設置準備
（ア）本部員となるべき部長による対策会議
（イ）秩父地域振興センターに対し、本部の災害対策動向の連絡
（ウ）本部の活動開始に必要な通信設備資器材の点検整備及び要員の動員確保
（エ）救護の活動開始準備

（２）非常体制（本部設置）の活動
ア　本部設置時の措置
（ア）本部の配備体制及び職員の動員指令の徹底
（イ）報道機関に本部設置の発表
（ウ）県及び防災関係機関に対し本部設置の連絡
（エ）応急対策用車両の確保
（オ）本部の配備状況の把握
（カ）被害速報の収集報告の指令（人的及び住家の被害速報の優先）
イ　本部会議
（ア）災害情報、災害対策現地報告等に基づく対策の検討
（イ）災害の規模及び動向の把握
（ウ）救助法の適用等災害対策の協議決定
（エ）本部長指令
（オ）自衛隊災害派遣要請の要求等
（カ）災害対策の調整
（キ）配備体制の変更及び本部の閉鎖
ウ　水防活動
エ　情報連絡活動
オ　災害広報
カ　災害警備対策
キ　初動班の派遣
（ア）初動班の編成指示
（イ）初動班の編成
（ウ）初動班の派遣
ク　避難対策
（ア）避難の勧告指示及びその周知徹底
（イ）避難状況の把握
ケ　機動力及び輸送力の確保
（ア）災害対策車両の確保
（イ）道路橋梁の現状把握
（ウ）道路上の倒木等の障害物除去
（エ）道路交通の確保
コ　自衛隊災害派遣要請の要求等
（ア）水防活動
（イ）防疫給水活動
（ウ）被災者の捜査及び救助
（エ）孤立地帯の偵察及び救援
サ　救助法適用対策
（ア）被害状況の実態把握
（イ）救助法の適用基準該当の有無判定
（ウ）救助の種類の判定
（エ）災害救助実施計画の策定
（オ）救助法に基づく救援活動
シ　食料の応急対策
（ア）災害用応急米穀の調達あっせん
（イ）副食物等の調達あっせん
（ウ）乾パンの調達あっせん
（エ）野菜、魚介類の需給調整
ス　被服、寝具等生活必需品の調達あっせん
セ　給水対策
（ア）給水源の確保及び給水方法
（イ）給水用器材及び容器の確保
ソ　防疫医療助産対策
（ア）応急医療助産活動
（イ）食品衛生対策
（ウ）防疫薬剤等の調達及びあっせん
（エ）医薬品、衛生資器材の調達及びあっせん
（オ）防疫環境衛生対策
タ　農林水産応急対策
（ア）水防活動（浸水、洪水防除を含む。）
（イ）農林畜水産被害の把握
（ウ）家畜伝染病の防除
（エ）森林病害虫の防除
（オ）農林被害技術指導対策
チ　土木応急対策
（ア）水防活動
（イ）土木関係被害の把握
（ウ）道路交通応急対策
（エ）直営工事応急対策
（オ）低地域浸水の防除対策
（カ）危険地域における地すべりがけ崩れ被害防止対策の徹底
ツ　被害者等に対する建築資材のあっせん
テ　被災者見舞対策
（ア）被災者（死亡、行方不明及び全壊家屋）見舞のための職員の派遣
（イ）被災者（死亡、行方不明、全壊半壊家屋）への見舞金等の措置
ト　被災者に対する生活確保対策
（ア）物価の値上り防止対策
（イ）被災者の住宅対策
（ウ）世帯更正資金対策
（エ）農林畜水産業復旧対策
（オ）租税及び学校授業料減免対策
（カ）商工業復旧対策
（キ）土木教育公共施設関係災害復旧対策
（ク）見舞金及び義援金品の受入れ及び配布方法
（ケ）被災者生活再建支援法に関すること。
３　夜間・休日等における体制
（１）日常の体制
ア　当直体制
イ　本部連絡員の指定
（２）災害発生直後の初期対応
ア　本部連絡員
動員伝達により、直ちに所定の場所に参集して、本部との連絡調整を行う。
イ　幹部職員
本部長、副本部長及び本部長付の幹部職員は、被害等の情報を収集分析して、迅速な配備体制の決定とともに、関係機関等への指令・要請等の初期対応を適切に行う。
ウ　当直者
担当者が参集するまで、災害の情報収集及び連絡等を行う。
エ　参集対象職員
動員計画に組み込まれている職員は、動員伝達により、直ちに所定の場所に参集して初期対応を行う。
なお、交通機関の途絶や火災等により、所定の場所に参集できない場合は、次の順に最寄りの参集場所に参集する。
　　《非常参集場所》①本庁舎　②町の出先機関
非常参集した場合は、防災行政無線等により「町の配備体制」と「時間を要しても所定の場所に参集する必要があるか」などを確認し、所定の場所に参集する必要がない職員は、非常参集場所の所属長の指示に従う。
オ　その他の職員
大規模事故発生時は、テレビやラジオ等で情報収集を行い、自宅で待機する。
４　初動体制の整備
（１）初動体制マニュアルの策定
（２）非常参集体制の整備
（３）情報伝達手段の確保
第２　指定地方行政機関等の活動体制
１　組織等の整備
指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関及び防災上重要な施設の管理者等は、それぞれの責務を遂行するため、必要な組織を整備するとともに、災害応急対策に従事する職員の配備及び服務の基準を定めておくものとする。
２　職員の派遣
本部長は、情報の連絡及び災害応急対策の円滑な実施を図るため、必要があると認めるときは、指定地方行政機関等の長に対して、その所属職員を本部または現地本部に派遣するよう要請する。
第２節　動員配備計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【町】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
災害の状況に応じて、迅速な災害対策活動が実施できるよう、速やかに職員を動員し、配備体制を整える。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　職員の配備体制
１　配備基準及び動員計画等は、次のとおりとする。
	配備体制
	配備基準
	動員計画

	待機体制
	①各種警報発表時
②台風が接近し被害の発生が予想される場合
③大規模火災発生時
④大規模事故等発生時
⑤総務課長が必要と判断した場合
	勤務時間内
	所管する事務分掌に応じ、必要と認める人員

	
	
	勤務時間外
	

	地震
	初動体制
	原則として震度５弱の揺れが発生した場合
	原則として課長職（相当職を含む。）以上の職員

	
	緊急体制
	原則として震度５強の揺れが発生した場合
「東海地震注意情報」が発表された場合
	原則として主査以上の職員

	
	非常体制
	原則として震度６弱以上の揺れが発生した場合
「東海地震予知情報」が発表された場合
	全職員

	風水害等
	警戒体制
	災害が発生または発生が予想される場合（台風直撃等）
	原則として課長職（相当職を含む。）以上の職員

	
	緊急体制
	災害が発生した場合または大規模災害の発生が予想される場合（町に災害救助法が適用または適用が予想される場合）
	原則として主査以上の職員

	
	非常体制
	相当規模の災害が発生または発生が予想される場合（町に災害救助法が適用または適用が予想される場合）（特別警報発令時等）
	全職員


　※警戒体制施行前においては、水防計画により体制をとる。
２　配備体制の決定と活動内容
（１）待機体制
総務課長が行う。

情報の収集連絡、予報・警報の伝達及び災害に対する準備処置・応急措置を任務として活動する体制
（２）初動体制
総務課長が町長の承認を得て行う。

本部は設置しないが、通常の組織をもって、情報の収集連絡、警報等の伝達及び災害に対する準備処置・応急措置を任務として活動する体制
（３）警戒体制
総務課長が町長の承認を得て行う。

本部は設置しないが、通常の組織をもって被害状況の調査及び応急対策を任務として活動する体制
（４）緊急体制
町長が行う。

非常体制の実施に備えて、必要と認める人員を動員して救助その他の応急対策を強力に推進する体制 
（５）非常体制
町長が行う。

本部を設置して、または設置されている本部体制から全職員を動員して、町の組織機能の全てを挙げて、救助その他の応急対策をもっとも強力に推進する体制
第２　職員の動員体制

１　動員体制の確立

それぞれの課内において作成されている配備基準、動員体制、動員指令の伝達方法等に関する動員計画を含む課運営要領により確立する。

２　動員系統
	
	配備決定
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	本部連絡員
	
	本部員

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	本部
（総務課）
	
	
	
	
	本部各班長
	
	班員

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	消防分署長
	
	消防職員

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	消防団長
	
	消防団員

	
	
	
	
	
	
	
	


３　動員の方法
配備決定に基づく動員の指令は、次の方法で行う。
（１）勤務時間内
庁内放送、防災行政無線及び電話等で行う。
（２）勤務時間外　

防災緊急連絡網に基づき、電話で行う。
（３）総務課長は、消防分署長、消防団長へ配備決定を連絡する。

４　情報伝達が不可能な場合の参集
勤務時間外等において、激甚な災害が発生し、電話等による情報伝達が不可能となった場合には、職員自らの判断により、所属の課（所）に参集するものとする。
（１）職員は、直ちにテレビやラジオ、インターネット等による情報及び周囲の状況から被害状況の把握に努める。
（２）職員は災害の発生を覚知した場合は、動員伝達の有無にかかわらず動員配備基準に従い状況を判断し、速やかに登庁する。
５　非常参集
職員は、勤務時間外等において、大規模な災害が発生し、交通途絶等のため所定の配備につくことができないときは、最寄りの下記(１)に掲げる場所に非常参集する。
参集後、防災行政無線等により、①町の配備体制、②時間を要しても所定の配備につく必要があるかなどを確認する。所定の配備につくことができない職員または所定の配備につくことを要しないとされた職員は、災害対策本部員の指示に従うものとする。
また、災害状況の推移に従い、最終的には所属の課所に参集するよう努める。
（１）非常参集場所
ア　役場本庁舎

イ　出先機関
（２）非常参集体制
職員は、あらかじめ定められたマニュアルにより、非常参集する。
なお、このマニュアルは、職員の居住分布、交通が途絶した場合の参集方法や参集場所を考慮するとともに、参集訓練等で訓練しておく。
６　各部の初動体制に係る要員
（１）庁舎周辺近隣居住職員の中から、あらかじめ指定された災害対策初動本部活動要員が担当する。
（２）職員は、あらかじめ策定された業務マニュアルにより、活動を行う。
第３節　事前措置及び応急措置等　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・各機関】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
風水害等については、予想される事態である災害が発生するまでの事前段階での対応が重要となるため、必要な事前措置及び応急措置について定める。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　町長の事前措置及び応急措置
町長は、災害が発生するおそれがあるときは、速やかに次の措置をとる。
１　出動命令等
（１）対策本部員等に対して出動準備させ、若しくは出動を命ずること。
（２）警察官及び指定地方行政機関の長、災害応急対策に責任を有する県の地域機関その他の執行機関、指定地方公共機関、公共的団体並びに防災上重要施設の管理者に対し、応急措置の実施に必要な準備をすることを要請し、若しくは求めること。（災対法第58条）
２　事前措置
災害が発生した場合に、その災害を拡大させるおそれがあると認められる設備または物件の占有者、所有者または管理者に対し、災害の拡大を防止するために必要な限度において、設備または物件の除去、保安その他必要な措置をとることを指示すること。（災対法第59条）
３　避難の指示
第２編・第２章・第14節「災害救助保護計画」・第１「避難計画」を準用する。
４　その他の応急措置等
（１）町長の応急措置に対しての責任（災対法第62条第１項）
（２）警戒区域の設定等（災対法第63条、消防法第28条・第36条、水防法第21条）
（３）工作物の使用、収用等（災対法第64条第１項）
（４）工作物の除去、保管等（災対法第64条、同法施行令第25条～第27条）
（５）従事命令（災対法第65条、第63条第２項、消防法第29条第５項、水防法第24条、水害予防組合法第49条・第50条）
（６）災対法第63条第２項に定める町長の委任を受けて町長の職権を行う町の職員について、あらかじめ定めておき関係機関に連絡する。
（７）損害補償
ア　町は、保管、管理、使用、収用の処分によって、通常生ずる損失に対しては、補償を行う。（災対法第82条第１項）
イ　従事命令または協力命令によって応急措置の業務に従事し、または協力した者が、そのために死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、または廃疾となったときは、埼玉県市町村消防災害補償組合条例の定めるところにより、その者、その者の遺族または被扶養者等がこれらの原因によって受ける損害を補償する。（災対法第84条第１項、同法施行令第36条第１項）
第２　救助法の適用基準
１　実施機関
救助法による救助の実施は、知事が行う。
ただし、知事から救助の実施についてその一部を委任された場合は、町長が行う。
また、委任により町長が行う事務を除くほか、町長は、知事が行う救助を補助する。
２　救助法の適用基準
救助法による救助は、町の被害が次の各号の一以上に該当する災害で、かつ、現に応急的な救助を必要とするときに実施する。
（１）町における住家の被害が40世帯（全壊、全焼、流失等により住家の滅失した世帯の数をいい、住家が半壊、半焼等により著しく損傷した世帯は２世帯、床上浸水、土砂のたい積等により一時的に居住することができない世帯は３世帯をもって、住家の滅失した１世帯として換算する。以下同じ。）に達したとき。
（２）被害が相当広範囲な地域にわたり、県内の被害世帯数が2,500世帯以上であって、町の被害世帯数が、前号の被害世帯数の２分の１に達したとき。
（３）被害が広範な地域にわたり、県内の被害世帯数が12,000世帯以上であって、町の被害状況が特に救助を要する状態にあるとき。
（４）災害が隔絶した地域に発生したものである等、災害にかかった者の救助を著しく困難とする特別の事情がある場合であって、多数の世帯の住家が滅失したとき。
（５）多数の者が生命または身体に危害を受け、または受けるおそれが生じたとき。
３　被害状況の実態把握及び認定
救助法の適用にあたっては、被害の把握及び認定を次の基準で行う。
	項　　　目
	認　　定　　の　　基　　準

	住家が滅失した世帯数の算定方法
	住家が焼失した全世帯数

＝（全壊、全焼もしくは流出した世帯数）

＋1/2(住家が半壊しまたは半焼する等著しく損傷した世帯数)

＋1/3(住家が床上浸水、土砂の堆積等により一時的に居住することができない状態となった世帯数)

	住家の滅失等の認定基準
	①　住家が滅失したもの

　　住家の損壊、焼失若しくは流出した部分の床面積が、その住家の延床面積の70％以上に達した程度のもの、または住家の週表構造部の被害額がその住家の時価の50％以上に達した程度のもの。
②　住家が半壊・半焼する等著しく損傷したもの。

　　損傷または焼失した部分の床面積が、その住家の延面積の20％以上70％未満のもの、または住家の主要構造物の被害額がその住家の時価の20％以上50％未満のもの。

③　住家が床上浸水、土砂のたい積等により一時的に居住することが出来ない状態となったもの

　　(①)及び(②)に該当しない場合であって、浸水がその住家の床上に達した程度のもの、または土砂、竹木等のたい積等により一時的に居住することができない状態となったもの。

	住家及び世帯の単位
	住家：現実に居住している建物をいう。ただし、耐火構造のアパート等で居住の用に供している部屋が遮断、独立しており、日常生活に必要な設備を有しているもの等は、それぞれ１住家として取り扱う。

世帯：生計を一にしている実際の生活単位をいう。


４　救助法適用の手続き
災害に際し、町における災害が上記２の適用基準のいずれかに該当し、または該当する見込みがあるときは、町長は、直ちに知事に救助法の適用を要請する。
災害の事態が急迫し、知事による救助の実施を待つことができない場合は、町長は、救助法の規定による救助に着手し、その状況を直ちに知事に報告し、その後の処置に関して知事の指揮を受ける。
県消防防災課　　電　話　048（830）8150　　ＦＡＸ　048（830）8159
５　救助法による救助の種類と実施者
	救 助 の 種 類
	実　施　期　間
	実 施 者 区 分

	避難所の設置
	７日以内
	町

	炊出しその他による食品の給与
	７日以内
	町

	飲料水の供給
	７日以内
	町

	被服寝具その他生活必需品の給貸与
	10日以内
	町

	医療及び助産
	14日以内（ただし、助産分べんした日から７日以内）
	医療班派遣＝県及び日赤県支部（ただし、委任したときは、町）

	学用品の給与
	教科書　１ヶ月以内

文房具　15日以内
	町

	災害にかかった者の救出
	３日以内
	町

	埋葬
	10日以内
	町

	生業資金の貸与
	
	現在運用されていない

	応急仮設住宅の供与
	20日以内　着工
	対象者、設置箇所の選定＝町　設置＝県（ただし、委任したときは、町）

	災害にかかった住宅の応急修理
	１ヶ月以内
	町

	死体の捜索
	10日以内
	町

	死体の処理
	10日以内
	町

	障害物の除去
	10日以内
	町


　(注)　期間については、すべての災害発生の日から起算する。
　　　　ただし、知事あて申請し厚生労働大臣の承認を得て実施期間を延長することができる。
６　救助法による救助の実施
救助法による救助の実施は、第２編・第２章・第14節「災害救助保護計画」・第２「救急救助・医療救護計画」を準用する。
第４節　相互応援協力計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【町】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
災害時において、町職員だけでは対応ができないときは、災対法やあらかじめ締結した相互応援協力に関する協定等に基づき、各地方公共団体及び関係機関に対して防災活動の応援要請を行うための基本的事項について定める。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　目標
災害時において、各地方公共団体及び関係機関は相互の応援協力により適切な応急救助を実施するものとする。
第２　相互応援協定
１　町長は、町の地域に係る災害に対処するために必要な応急措置を実施するため、他市町村に対して応援を求めることができる（災対法第67条）。また、その判断はおおむね次のような事態に際し行う。
（１）被害の拡大防止や被災者の救援のための措置を、町のみでは十分に行えないと判断されるとき。
（２）町のみで実施するよりも、他自治体等の応援を得た方が迅速かつ的確に応急対策活動が行えると判断されるとき。
（３）夜間や暴風雨時で被害状況の把握が十分にできない状況下であっても、職員との連絡が困難であったり、被害報告が相次いでもたらされるような切迫した事態のとき。
２　町長は、消防相互応援協定に基づき、相互に応援する（消防組織法第39条）。

３　町長は、知事または指定地方行政機関等に応援または応援のあっせんを求める場合は、県（消防防災課）に対し、次表に掲げる事項を明記した文書をもって要請する。
ただし、緊急を要し、文書をもってすることができないときは、口頭または電話等により要請し、事後速やかに文書を送付する。
	要請の内容
	事　　　　　項
	備　　考

	県への応援要請または応急措置の実施の要請
	１　災害の状況
２　応援（応急措置の実施）を要請する理由
３　応援を希望する物資、資材、機械、器具等の品名及び数量
４　応援（応急措置の実施）を必要とする場所
５　応援を必要とする活動内容（必要とする応急措置内容）
６　その他必要な事項
	災対法第68条

	自衛隊災害派遣要請のあっせんを求める場合
	１　災害の状況及び派遣を要請する事由
２　派遣を希望する期間
３　派遣を希望する区域及び活動内容
４　その他参考となるべき事項
	自衛隊法第83条

	指定地方行政機関、他都道府県の職員または他都道府県の市町村の職員の派遣または派遣のあっせんを求める場合
	１　派遣または派遣のあっせんを求める理由
２　派遣または派遣のあっせんを求める職員の職種別人員数
３　派遣を必要とする期間
４　派遣される職員の給与その他の勤務条件
５　その他参考となるべき事項
	災対法第29条
災対法第30条
地方自治法第252条の17

	日本放送協会さいたま放送局、(株)テレビ埼玉及び(株)エフエムナックファイブに放送要請のあっせんを求める場合
	１　放送要請の理由
２　放送事項
　・希望する放送日時及び送信系統
　・その他必要な事項
	災対法第57条


４　県内で大規模な災害が発生した場合には、近隣の市町村も同時に被災している可能性が高く、応援等が期待できない場合も考えられる。
このため、町長は、あらかじめ、姉妹都市など県外の市町村と応援協定等を締結するよう努める。
また、町は、町外において大規模災害が発生した場合において、災対法67条及び消防組織法第39条または人道上の配慮から、被災自治体に対し応援を実施するものとする。

第３　応援受入体制の整備
　１　町は、受入窓口を設置し、国、県その他防災機関、関係団体などの職員を円滑に受け入れる。
２　町は、国、県その他防災関係機関、関係団体などの応援受入れに際して、災害時に協力体制が十分発揮できるよう、あらかじめ情報伝達ルートの多重化及び情報交換のための収集・連絡体制の明確化に努める。

　３　町は、国、県その他防災関係機関、関係団体などの応援受入れに際して、応援部隊が被災地で活動するための活動拠点を選定する。
第５節　注意報及び警報伝達計画　　　　　　　　　　　　　　　　　
【熊谷地方気象台・各機関】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
注意報・警報等を迅速かつ正確に伝達するため、その種類及び発表基準、伝達組織並びに伝達方法について定め、迅速かつ正確に伝達する。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　注意報・警報・特別警報等の種類及び発表基準等
１　気象業務法に基づく注意報・警報等
（１）熊谷地方気象台が発表する注意報・警報・特別警報等の対象地域、種類及び発表基準は次のとおりである。
ア　対象地域
気象現象に伴う災害の発生が予想される地域を限定できる場合には、その地域を指定して注意報または警報を発表する。指定する地域は、一次区分として県内を３つの地域に、二次区分とし南部を３地域、北部を２地域に細分して行う。
	
	
	
	一次細分区域
	
	二次細分区域
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	（埼玉県全域）
	
	
	南　　部
	
	
	南東部
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	南中部
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	南西部
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	北　　部
	
	
	北東部
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	北西部
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	秩父地方
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


イ　予報・注意報・警報・特別警報の細分区域
埼玉県予・警報細分区域名及び該当地域市町村名一覧
　　　【南部】
　　　　［南東部］
　　　　　春日部市、草加市、越谷市、八潮市、三郷市、蓮田市、幸手市、宮代町、白岡町市、杉戸町、吉川市、松伏町
　　　　［南中部］
　　　　　川越市、川口市、さいたま市、所沢市、狭山市、上尾市、蕨市、戸田市、朝霞市、志木市、和光市、新座市、桶川市、北本市、富士見市、ふじみ野市、伊奈町、川島町、三芳町
　　　　［南西部］
　　　　　飯能市、入間市、鶴ヶ島市、日高市、越生町、毛呂山町、坂戸市
　　　【北部】
　　　　［北東部］
　　　　　行田市、加須市、羽生市、久喜市、鴻巣市
　　　　［北西部］
　　　　　熊谷市、本庄市、東松山市、深谷市、滑川町、嵐山町、小川町、ときがわ町、吉見町、鳩山町、東秩父村、神川町、上里町、美里町、寄居町
　　　【秩父地方】
　　　　　秩父市、横瀬町、皆野町、長瀞町、小鹿野町
ウ　注意報・警報・特別警報の概要

	種類　
	概　　　　要

	注意報　
	大雨、洪水、大雪、強風、風雪、波浪、高潮等によって災害が起こるおそれがある場合、その旨を注意して行う予報

	警報　
	大雨、洪水、大雪、暴風、暴風雪、波浪、高潮によって重大な災害の起こるおそれがある場合、その旨を警告として行う予報

	特別警報　
	大雨、大雪、暴風、暴風雪、波浪、高潮によって重大な災害の起こるおそれが著しく大きい場合、その旨を警告として行う予報


エ　種類及び発表基準
	種類
	基準

	特別警報
	大雨
	台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想され、若しくは、数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧による大雨になると予想される場合

	
	暴風
	数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により
	暴風が吹くと予想される場合

	
	高潮
	
	高潮になると予想される場合

	
	波浪
	
	高波になると予想される場合

	
	暴風雪
	数十年に一度の強度の台風と同程度の温帯低気圧により雪を伴う暴風が吹くと予想される場合

	
	大雪
	数十年に一度の降雪量となる大雪が予想される場合

	警報
	大雨
	浸水害
	雨量基準
	１時間雨量70mm以上

	
	
	土砂災害
	土壌雨量指数基準
	162を超えると予想される場合

	
	洪水
	
	雨量基準
	１時間雨量70mm以上

	
	
	
	流域雨量指数基準
	荒川流域＝57または赤平川流域＝34を超えると予想される場合

	
	
	
	複合基準
	－

	
	
	
	指定河川洪水予報による基準
	－

	
	暴風
	
	平均風速
	15m/s以上

	
	暴風雪
	
	平均風速
	15m/s以上で雪を伴う

	
	大雪
	
	降雪の深さ
	24時間降雪の深さ30cm以上

	
	波浪
	
	有義波高
	

	
	高潮
	
	潮位
	


	種類
	基準

	注意報
	大雨
	
	雨量基準
	１時間雨量40mm以上

	
	洪水
	
	土壌雨量指数基準
	113を超えると予想される場合

	
	
	
	雨量基準
	１時間雨量40mm以上

	
	
	
	流域雨量指数基準
	荒川流域＝46または赤平川流域＝27を超えると予想される場合

	
	
	
	複合基準
	－

	
	
	
	指定河川洪水予報による基準
	－

	
	強風
	
	平均風速
	10m/s以上

	
	風雪
	
	平均風速
	10m/s以上で雪を伴う

	
	大雪
	
	降雪の深さ
	24時間降雪の深さ10cm以上

	
	波浪
	
	有義波高
	

	
	高潮
	
	潮位
	

	
	雷
	
	落雷等で被害が予想される場合

	
	融雪
	
	－

	
	濃霧
	
	視程
	100m以下

	
	乾燥
	
	最小湿度25％以下　実行湿度55％以下

	
	なだれ
	
	－

	
	低温
	
	夏期：低温のため農作物に著しい被害が予想される場合

冬期：最低気温-６℃以下(秩父特別地域気象観測所の値)

	
	霜
	
	早霜・晩霜期に最低気温４℃以下

	
	着氷・着雪
	
	著しい着氷(雪)で被害が予想される場合

	記録的短時間大雨情報
	１時間雨量
	100mm以上


（注）地震や火山の噴火等、不測の事態により気象災害にかかわる諸条件が変化し、通常の基準を適用することが適切でない状態となることがある。このような場合は、非常措置として基準のみにとらわれない警報等の運用を行うことがある。また、このような状態がある程度長期間継続すると考えられる場合には、特定の警報等について、対象地域を必要最小限の範囲に限定して「暫定基準」を設定し、通常より低い基準で運用することがある。

（２）全般気象情報、関東甲信地方気象情報、埼玉県気象情報
気象の予報等について、特別警報・警報・注意報に先立って注意を喚起する場合や、特別警報・警報・注意報が発表された後の経過や予想、防災上の注意を解説する場合等に発表される。

ア　記録的短時間大雨情報
県内で、数年に一度程度しか発生しないような猛烈な短時間の大雨を観測（地上の雨量計による観測）または解析（気象レーダーと地上の雨量計を組み合わせた分析）したときに、都道府県気象情報の一種として発表する。

イ　竜巻注意情報
積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい突風に対して注意を呼びかける情報で、雷注意報が発表されている状況下において竜巻等の激しい突風の発生する可能性が高まった時に、都道府県単位で発表する。この情報の有効期間は、発表から１時間である。

２　水防法及び気象業務法に基づく洪水予報、水防警報、水位周知
（１）水防法及び気象業務法に基づく洪水予報

流域面積の大きい河川で、洪水により相当な損害を生ずるおそれのあるものとして指定した河川について、洪水のおそれがあると認められるときに、その状況を水位または雨量を示して、水防管理者に通知するとともに、一般に周知させるためのものである。
　【指定河川洪水予報】
	種類
	標 題
	概 要

	洪水警報
	はん濫発生情報
	はん濫が発生したときに発表される。
新たにはん濫が及ぶ区域の住民の避難誘導や救援活動等が必要となる。

	
	はん濫危険情報
	はん濫危険水位に達したときに発表される。
いつはん濫が発生してもおかしくない状況であり、避難していない住民への対応が必要である。この後に避難勧告等を発令する場合、周辺状況を確認する必要がある。

	
	はん濫警戒情報
	一定時間後にはん濫危険水位に達すると見込まれるとき、あるいは、避難判断水位に達しさらに水位の上昇が見込まれるときに発表される。
避難勧告等の発令の判断の参考とする。

	洪水注意報
	はん濫注意情報
	はん濫注意水位に達し、さらに水位の上昇が見込まれるときに発表される。
避難準備情報等の発令の判断の参考とする。


（２）水防法に基づく水位周知
水位周知は、洪水予報河川以外の河川で、洪水により相当な損害を生ずるおそれのあるものとして指定した河川について、住民が安全な場所への避難及びその準備を行うための目安となる水位「避難判断水位」に達した情報を関係機関に通知するとともに、一般に周知させるためのものである。
（３）水防法に基づく水防警報
水防警報は、あらかじめ指定された河川について、洪水によって災害が起こるおそれがあると認められたときに、水防を行う必要がある旨を警告して行うものであり、水防管理団体の水防活動に指針を与えるものである。
（４）該当河川

　　　　上記(１)から(３)の警報、予報等で、本町に関係する河川は、現在のところ存在しない。
３　気象業務法、災害対策基本法に基づく土砂災害警戒情報

県と熊谷地方気象台が共同で発表する情報で、大雨警報発表中に、大雨による土砂災害発生の危険度が高まった時、市町村長が避難勧告等を発令する際の判断や住民の自主避難の参考となるよう市町村ごとに発表する。なお、発表及び解除は、それぞれ次の項目のいずれかに該当する場合に埼玉県と熊谷地方気象台が協議して行う。
　【発表基準】
	・大雨警報発表中に、降雨の実況値及び数時間先までの降雨予測値をもとに作成した指標が発表基準
　に達した場合
・より厳重な警戒を呼びかける必要がある場合や、土砂災害への警戒をあらためて呼びかける必要が
ある場合


【解除基準】

	・降雨の実況値をもとに作成した指標が発表基準を下回り、かつ短時間で再び発表基準を超過しない

　と予想される場合
・無降雨状態が長時間続いている場合


４　土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒判定メッシュ情報

土砂災害警戒情報を補足する情報で、５km四方の領域（メッシュ）ごとに、土砂災害発生の危険度を５段階に判定した結果を表示する。

土砂災害警戒情報や大雨警報(土砂災害)が発表されたときに、土砂災害警戒判定メッシュ情報で、土砂災害発生の危険度が高まっている詳細な領域を把握することができる。
■土砂災害警戒情報（左）・土砂災害警戒判定メッシュ情報（右）の発表例

５　土砂災害防止法に基づく土砂災害緊急情報

国及び県は、重大な土砂災害（河道閉塞による湛水を原因とする土石流、河道閉塞による湛水、火山噴火に起因する土石流、地すべり）が急迫している場合、土砂災害防止法第29 条に基づき、土砂災害緊急情報を発表する。なお、情報伝達系統は、以下のとおりとする。
（１）国が緊急調査を行う場合
ア　河道閉塞による湛水を原因とする土石流
イ　火山噴火に起因する土石流
ウ　河道閉塞による湛水


（２）県が緊急調査を行う場合
ア　地すべり


６　消防法に基づく火災気象通報
熊谷地方気象台長が埼玉県知事に通報するもので、通報基準は当日の気象状態が次のいずれか一つの条件を満たしたときとする。
（１）最小湿度が25％以下で実効湿度が55％以下になると予想される場合
（２）平均風速が10ｍ/ｓ以上、ただし、降雨・降雪中は除く。
（３）最小湿度が30％以下で実効湿度が60％以下となり、平均風速が10ｍ/ｓ以上になると予想される場合

第２　気象注意報・警報等の伝達
気象業務法に基づき、熊谷地方気象台は気象注意報・警報等を発表、切替え、解除した場合は次の機関へ通知するものとする。



第３　異常な現象発見時の通報
災対法第54条に基づき、災害が発生するおそれがある異常な現象を発見した者の通報は次の要領による。
１　発見者の通報
災害の発生するおそれがある異常な現象を発見した者は、遅滞なくその旨を町長または警察官に通報しなければならない（災対法第54条）。何人も、通報が最も迅速に到達するように協力しなければならない（同条第２項）。
通報を受けた警察官はその旨を速やかに町長に通報しなければならない（同条第３項）。
２　町長の通報及びその方法
前項の通報を受けた場合において、町長は、気象庁その他の関係機関に通報しなければならない。
３　前項通報のなかで気象庁（熊谷地方気象台）に行う事項
（１）気象に関する事項

著しく異常な気象現象、例えばたつ巻、強い雹（ひょう）等

（２）地震・火山に関する事項
ア　火山関係
噴火現象及び噴火以外の火山性異常現象
イ　地震関係
数日間にわたり頻繁に感ずるような地震
４　気象庁機関の通報先
熊谷地方気象台
第４　町における措置
１　町の措置
（１）町長は、県等関係機関から注意報及び警報等の伝達を受けたときは、関係機関及び住民その他関係のある公私の団体に伝達しなければならない。（災対法第56条）
（２）町は、注意報及び警報等の伝達の責任者を総務部長（総務課長）とし、体制及び方法等は次のとおりとする。
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（災害対策本部）
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	北分署


	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	秩父消防本部
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	消防団
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	日本放送協会（ＮＨＫ）
	
	
	

	
	
	
	


なお、町は防災行政無線（固定系）、広報車、塔上放送、防災緊急連絡ネットワーク等により、災害に関する情報を住民に伝達する。
２　勤務時間外における注意報等の伝達
町は、勤務時間外に伝達される注意報及び警報等の伝達が迅速かつ的確に行われるよう体制を整備しておく。以下に町における連絡体制を示す。
（１）当直者の配置
当直員（警備員）は、非常配備に該当する気象情報が県または他の関係機関から通知され、若しくは災害発生が予想される場合には、直ちに電話等により総務課長へ連絡する。
（２）関係各課の担当者への連絡等
総務課長は、当直員から連絡を受けた場合は、町長、副町長に報告をし、配備体制の指示を受け、各課長等へ防災緊急連絡網により伝達する。
第５　消防法に定める火災警報

火災警報は、町長が火災気象通報を受けたとき、または気象の状況が火災の予防上危険であると認めるとき発表するもので、秩父広域市町村圏組合管理者が発令し、その必要がなくなったとき解除する。
第６節　災害情報通信計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・各機関】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
災害情報は、災害応急対策の基礎的要件として不可欠のものであるため、町は、県及び関係機関と緊密な連携をとり、迅速かつ的確に収集する。
このため、県、町、指定地方行政機関、指定公共機関及び指定地方公共機関における災害に伴う災害情報の収集及び報告並びに災害通信等に関する計画を定める。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　被害状況等の報告通報系統
１　統括的系統図
	県本部

（警察本部、消防防災課、各部局）
	
	指定地方行政機関
	
	指定公共機関

指定地方公共機関

	
	
	
	
	

	
	秩父支部

（秩父地域振興センター）
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	警察署
	
	本部

（総務課）
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	皆野町消防団
	
	各部各班

（関係課・担当）
	
	消防分署
	

	

	被災現場

（住民、ボランティア組織、現地調査員、施設管理者等）


２　有線が途絶または途絶する恐れがある場合の対応

　　　有線が途絶または途絶する恐れがある場合、町は、県、防災関係機関との通信に関して、県防災行政無線を用いる。なお、防災行政無線等が使用できない場合は、電波法の規定に基づき、関東地方非常通信協議会構成員の協力を得て、他機関の無線通信施設を利用した非常通信を行うこととする。さらに、すべての通信が途絶した場合には、使者を派遣しておこなうものとする。

３　部門別系統図
（１）災害オペレーション支援システムによる報告
	町
	
	県本部
（危機管理防災センター）


　　（２）有線電話等の通信連絡が可能な場合

第２　災害情報計画
町は、町の区域内に災害が発生したときは、この計画の定めるところにより、速やかにその被害状況を取りまとめ、災害オペレーション支援システム（使用できない場合はＦＡＸ等）で県に報告するとともに、災害応急対策に関する町のすでに措置した事項及び今後の措置に関する事項について、同時に報告する。
１　基本事項
（１）情報収集体制の整備
被害報告の迅速正確を期するため、地区または地域別及び被害の種別ごとの部門別に、次の情報収集体制をあらかじめ整備しておく。
ア　情報の収集及び報告に関する責任者、調査員の常設
イ　報告用紙の配布
ウ　調査要領、連絡方法及び現場写真の撮影等について打合せ
エ　情報収集機器の整備
オ　情報機器操作員の配置等
（２）情報総括責任者の選任
町は、災害情報の統轄班長（企画政策防災担当）を選任し、災害情報の収集、総括及び報告に当たらせる。なお、選任の結果を秩父地域振興センターに報告する。
（３）初期被害情報収集体制の確立
速やかに、別に定める調査区域及び担当者の要員及び被害の種別ごとに各部の職員を動員し、浸水、土砂災害等発生するおそれのある地区等を重点にパトロールを実施し情報の収集に努める。また、災害地区における的確な被害状況を把握するため、当該地区の状況に詳しい行政区長等に依頼し、被害状況の把握に努める。
収集した災害情報については、正確かつ迅速に災害対策本部（総務部）及び関係する部並びに関係機関へ連絡する。
（４）被害状況の調査及び集計要領
被害が発生した場合は、別表の被害報告判定基準に従い調査、集計する。
ア　人的被害及び住家、非住家被害
被害の状況を災害発生後速やかに収集し、総務部企画班長（企画政策防災担当）へ報告する。
被害が広範囲に多数発生した場合は、要員を直ちに増員し、被害状況の収集調査に当たらせる。収集調査した被害状況は、各地区責任者が直ちに総務部企画班長へ報告する。
イ　公共土木被害、公共建物被害、下水道被害、都市公園被害
建設部長は、被害の状況を災害発生後２時間ごとに集計し、総務部へ様式第１号及び第２号で報告する。
ウ　農林畜水産被害、農林水産施設被害、商工観光関係被害
産業観光部長は、被害の状況を災害発生後２時間ごとに集計し、総務部へ様式第１号及び第２号で報告する。
エ　文教施設被害
教育部長は、被害の状況を災害発生後２時間ごとに集計し、総務部へ様式第１号及び第２号で報告する。
オ　水道施設被害
町民生活部長は、被害の状況を災害発生後２時間ごとに集計し、総務部へ様式第１号及び第２号で報告する。

２　情報の収集
（１）町は、災害情報の収集に当たっては、秩父警察署と緊密に連絡する。
（２）被害の程度の調査に当たっては、町内部の連絡を密にし、調査漏れ及び重複のないよう留意し、相違ある被害状況については、報告前において調整しなければならない。
（３）水害による浸水状況については、時刻、現場の状況等の関係から具体的な調査が困難な場合が多いので、当該地域に詳しい関係者の認定により概況を把握し、り災人員についても平均世帯人員により計算して速報する。
（４）被害世帯人員等については、現地調査のみでなく、住民登録とも照合し、その正誤を確認するようにしなければならない。
（５）全壊、流出、半壊、死者及び重傷者等が発生した場合は、その住所、氏名、年齢等を速やかに調査する。
３　情報の報告
町は、町の区域内の被害状況等について、次により県に報告する。なお、県に報告ができない場合は、直接消防庁を通じて内閣総理大臣に報告する。
（１）報告すべき災害
ア　町の区域において、大雨等により人的（死者及び負傷者）、物的（家屋の全壊、半壊、一部破壊及び浸水）被害及びがけ崩れのいずれかが発生するに及んだ災害以上のもの
イ　救助法の適用基準に合致するもの
ウ　町が災害対策本部を設置したもの
エ　災害が近隣市町村にまたがるもので、町における被害が軽微であっても、全国的にみた場合に同一災害で大きな被害を生じているもの
オ　災害による被害に対して国の特別の財政援助を要するもの
カ　災害による被害が当初は軽微であっても、今後ア～オの要件に該当する災害に進展するおそれがあるもの
キ　地震が発生し、町内で震度４以上を記録したもの
ク　その他災害の状況及びそれが及ぼす社会的影響等からみて報告する必要があると認められるもの
（２）報告すべき事項
ア　災害の原因
イ　災害が発生した日時
ウ　災害が発生した場所または地域
エ　被害の程度
オ　災害に対してとられた措置
（ア）本部の設置状況
（イ）主な応急措置の状況
（ウ）その他必要事項
カ　救助法適用の要否及び必要とする救助の種類
キ　その他必要事項

（３）報告の種別
ア　被害速報
発生速報と経過速報に区分する。この場合、報告すべき被害の程度については、住家被害、非住家被害及び人的被害並びに町関係公共土木被害を優先して報告するものとする。
（ア）発生速報
埼玉県災害オペレーション支援システムにより、被害の発生直後に必要事項を入力する。なお、災害オペレーション支援システムが使用できない場合は、様式第１号の発生速報により防災行政無線ＦＡＸ等で報告する。
（イ）経過速報
災害オペレーション支援システムにより、特に指示する場合のほか２時間ごとに逐次必要事項を入力する。なお、災害オペレーション支援システムが使用できない場合は、様式第２号の経過速報により防災行政無線ＦＡＸ等で報告する。
イ　確定報告
様式第３号の被害状況調べにより、災害の応急対策が終了した後７日以内に文書で報告する。
（４）報告先
ア　被害速報及び確定報告

被害報告及び確定報告は、県消防防災課及び秩父地域振興センターへ報告する。

	勤務時間内
	消防防災課
・電　話　048―830―8181
・ＦＡＸ  048―830―8159
・防災行政無線　 6―3171

	勤務時間外
	危機管理防災部当直
・電　話　048―830―8111
・ＦＡＸ  048―822―8119
・防災行政無線　 6―8111


秩父地域振興センターへの報告は、以下の連絡先に報告する。
	秩父地域振興センター

・電　話　0494―24―1110

・ＦＡＸ　0494―24―1741

・防災行政無線　9―82

	


イ　消防庁への報告
	区　　分

回線別
	平日（９：30～17：45）
※応急対策室
	左記以外
※宿直室

	ＮＴＴ回線
	電話
	03―5253―7527
	03―5253―7777

	
	ＦＡＸ
	03―5253―7537
	03―5253―7553

	消防防災無線
	電話
	TN-90-49013
	TN-90-49102

	
	ＦＡＸ
	TN-90-49033
	TN-90-49036

	地域衛星通信ネットワーク
	電話
	TN-048-500-90-49013
	TN-048-500-90-49102

	
	ＦＡＸ
	TN-048-500-90-49033
	TN-048-500-90-49036


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(注)　TNは、各地方公共団体固有の衛星回線選択番号を示す。
（５）被害の判定基準
別表の被害報告判定基準に定めるところにより認定する。
第３　災害通信計画
１　災害情報のための電話の指定
町は、災害時における情報連絡系統を明らかにするとともに、その錯綜を避けるため、災害情報通信に使用する指定有線電話（以下「指定電話」という。）を定めて、災害時における防災関係機関相互の情報に関する通信連絡が迅速かつ円滑に実施できるようにしておく。
２　災害情報通信に使用する通信施設
防災関係機関にそれぞれ災害専用電話または防災無線が設置されるまでの間、被害状況等について、報告または通報先、使用する災害通信については、次のいずれかによるものとする。
（１）報告または通報先
町、県（本庁・地域機関）、防災関係機関
（２）災害通信の種類
ア　防災行政無線
イ　指定電話
ウ　災害オペレーション支援システム
エ　非常無線
オ　ＦＡＸ
３　非常通話及び緊急通話等の利用
防災関係機関は、災対法第57条、電話通信事業法第８条並びに電気通信事業法施行規則第55条及び第56条の規定に基づき、この計画の定めるところにより非常通話、非常電報、緊急通話及び緊急電報を活用するものとする。
４　災害時優先電話の利用
災害時に電話が輻輳し、かかりにくい場合には、災害時優先電話を発信専用として利用するものとする。

５　災害情報通信のための通信施設の優先使用
町が災対法第57条の規定に基づいて災害情報通信のための通信施設の優先使用する場合は、この計画の定めるところにより行う。
（１）有線電気通信設備及び無線設備を使用する機関等の範囲
ア　警察機関
イ　消防機関
ウ　鉄道事業者
エ　電気事業者
（２）有線電気通信設備及び無線設備を優先使用する場合
ア　災害に関する通知、要請、伝達または警告について、緊急を要する場合において、特別の必要があると認めたとき。
イ　災害が発生した場合において、その応急措置の実施に必要な通信のため、緊急かつ特別の必要があると認めたとき。
（３）有線電気通信設備及び無線設備の優先使用の注意事項
ア　緊急の場合に混乱を生じないよう、あらかじめ当該設備の管理者と協議して連絡方法、連絡担当責任者、優先順位等の具体的手続きを定めておくものとする。
イ　町が、災害情報通信のため、特に緊急を要する事項について、警察専用電話または警察無線設備を使用しようとするときは、法律の定めるところにより行う。

６　非常通信の利用
地震、台風、洪水、雪害、火災その他非常の事態が発生し、または発生するおそれがある場合において、人命の救助、災害の救援、交通通信の確保等のための通信を行おうとする場合であって有線通信を利用することができないかまたは著しく困難である場合は、電波法第52条の規定に基づいて非常通信を行うことができるので、この計画の定めるところにより利用するものとする。
（１）非常通信の運用方法
ア　非常通信文の内容
非常通信は、次に掲げる事項について行うことができる。
（ア）人命の救助に関すること。
（イ）天災の予報（主要河川の水位を含む。）及び天災その他の災害の状況に関すること。

（ウ）緊急を要する気象、地震、火山等の観測資料に関すること。
（エ）電波法第74条実施の指令及びその他の指令に関すること。
（オ）非常事態に際しての事態の収拾、復旧、交通制限その他秩序の維持または非常事態に伴う緊急措置に関すること。
（カ）暴動に関する情報連絡及びその緊急措置に関すること。
（キ）非常災害時における緊急措置を要する犯罪に関すること。
（ク）遭難者救援に関すること。
（ケ）非常事態発生の場合における列車運転、鉄道輸送に関すること。
（コ）鉄道線路、道路、電力設備、電気通信設備の破壊または障害の状況及びその修理復旧のための資材の手配及び運搬、要員の確保その他の緊急措置に関すること。
（サ）中央防災会議、同事務局、非常災害対策本部相互間に発受する災害救援その他緊急装置に要する労務施設設備、物資及び資金の調達、配分、輸送等に関すること。
（シ）救助法第24条及び災対法第71条第２項の規定に基づき、町長から医療、土木、建築工事または輸送関係者に対して発する従事命令に関すること。
（ス）人心の安定上必要と認められる緊急を要するニュース
イ　非常無線通信文の要領
（ア）電報頼信紙は適宜の用紙を用いる。
（イ）カタカナまたは通常の文書体で記入する。
（ウ）簡単で要領を得たものとし、１通の字数を200字以内（通常の文書体の場合は、カタカナに換算してなるべく200字以内）とする。ただし、通数に制限はない。
（エ）宛先の住所、名称、職名及び電話番号を記入すること。
（オ）発信人の住所、名称、職名及び電話番号を記入すること。
（カ）余白に「非常」と記入すること。
ウ　非常通信の依頼先
最寄りの無線局に依頼するものとし、この場合あらかじめ最寄りの無線局と連絡して非常の際の協力を依頼しておくものとする。
エ　非常通信の取扱料
原則として無料である。
（２）非常通信に関する照会等
非常通信に関する照会、問い合わせを行う場合は、下記にすること。
関東総合通信局無線通信部陸上第二課
　電　話　03―6238―1771（直通）
　ＦＡＸ　03―6238―1769
　７．警察通信

（１）有線及び無線の通信統制官は、災害時における通信の混乱を防止するための、必要により通信統制を行うものとする。
（２）警察本部長または警察署長は、知事または市町村長から災対法第57 条の規定により、警察通信等の利用について要請があった場合は、協議の上、協力するものとする。
【別表　被害報告判定基準】
	区分
	基準

	人的被害
	１　死者とは、当該災害が原因で死亡し、死体を確認したものまたは死体を確認することができないが、死亡したことが確実なもの
２　行方不明者とは、当該被害が原因で所在不明となり、かつ、死亡の疑いがあるもの。
３　負傷とは、災害のため負傷し、医師の治療を受ける必要のあるもの。負傷のうち「重傷」とは、１月以上の治療を要する見込みのもの、「軽傷」とは、１月未満で治療できる見込みのもの

	住家被害
	１　住家とは、現実に住家のため使用している建物をいい社会通念上の住家であるかどうかを問わない。
２　棟とは、一つの独立した建物とする。
３　世帯とは、生計を一つにしている実際の生活単位とする。
４　全壊、全焼または流出とは、住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、住家全部が倒壊、流出、埋没、焼失したもの、または住家の損壊が甚だしく、補修により元通りに再使用することが困難なもので、具体的には、住家の損壊、焼失若しくは流出した床面積その住家の延床面積の70％以上に達した程度のものまたは住家の主要な構造要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その損害割合が50％以上に達した程度のものとする。
５　半壊または半焼とは、住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわち、住家の損壊が甚だしいが、補修すれば元通りに再使用できる程度のもので、具体的には損壊部分がその住家の延面積の20％以上70％未満のものまたは住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その損害割合が20％以上50％未満のもの
６　一部破損とは、全壊（焼）、流出、半壊（焼）及び床上、床下浸水に該当しない場合であって、建物の一部が破損した状態とする。
７　床上浸水とは、住家の床より上に浸水したもの及び全壊・半壊には、該当しないが、土砂竹木のたい積により一時的に居住することができない状態となったもの
８　床下浸水とは、床上浸水にいたらない程度に浸水したもの

	非住家被害
	１　非住家とは、住家以外の建物でこの報告中他の被害箇所項目に属さないもの。これらの施設に人が居住しているときは、当該部分は住宅とする。
２　公共建物とは、役場庁舎、公民館、公立保育所等の公用または公共の用に供する建物とする。
３　その他とは、公共建物以外の倉庫、土蔵、車庫等の建物とする。
４　非住家被害とは非住家に対する全壊、半壊程度の被害をうけたもの

	田畑被害
	１　流出とは、田・畑の耕土の厚さ１割以上が流出した状態をいい、埋没とは、土砂等のたい積のため、耕作が不能となったもの
２　冠水とは、稲等の先端が見えなくなる程度に水につかったもので、耕地、作物に被害をうけたもの

	道路被害
	１　道路決壊とは、道路法（昭和27年法律第180号）第２条第１項に規定する道路のうち橋りょうを除いたもので、一部が破損し、車両の通行が不能となった程度の被害をうけたもの
２　道路冠水とは、道路法（昭和27年法律第180号）第２条第１項に規定する道路のうち橋りょうを除いたもので、一部が冠水し、車両の通行規制が行われる程度の被害をうけたもの

	その他の被害
	１　文教施設被害とは、小学校・中学校・高等学校・大学・高等専門学校・盲学校聾学校・養護学校及び幼稚園における教育の用に供する施設とし、復旧工事を必要とする程度の被害を受けたもの
２　橋りょう被害とは、道路を連結するために河川等の上に架設した橋が一部または全部流出し、一般の渡橋が不能となった程度の被害をうけたもの。

３　河川被害とは、河川法（昭和39年法律第167号）が適用され、または準用される河川もしくはその他の河川の維持管理上必要な堤防、護岸、水利、床上その他の施設もしくは沿岸を保全するために防護をすることを必要とする河岸で被害を受け復旧工事を要する程度の被害をうけたもの

４　破防被害とは、砂防法（昭和30年法律第29号）第１条に規定する破防施設、同法第３条の規定によって同法が準用される破防のための施設または同法第３条の２の規定によって準用され天然河岸とし、これらが決壊または埋没し、復旧工事を要する程度の被害を受けたもの
５　清掃施設被害とは、ごみ処理及びし尿処理施設の一部が破損し、一時使用不能となった程度の被害を受けたもの
６　崖くずれとは、崖くずれによって人・住家等に被害を生じたもの、また復旧工事を必要とする程度の被害を受けたもの
７　鉄道不通とは、汽車・電車等の運行が不能となった程度の被害をうけたもの

８　被害船舶とは、ろかいのみをもって運転する舟以外の船で、船体が没し運行不能となったもの及び流出し所在が不明になったもの、並びに修理しなければ運行できない程度の被害をうけたもの

９　水道被害とは、上水道または簡易水道で断水している戸数のうち最も多く断水した時点における戸数とする。

10　電話被害とは、災害により通話不能となった電話の回線数とする。

11　電気被害とは、災害により停電した戸数のうち最も多く停電した時点における戸数とする。

12　ガス被害とは、一般ガス事業または簡易ガス事業で供給停止となっている戸数のうち最も多く供給停止となった時点における戸数とする。

13　ブロック塀被害とは、倒壊したブロック塀または石塀の箇所数とする。

	り災者
	１　り災世帯とは、災害により全壊、半壊及び床上浸水の被害を受け、通常の生活を維持できなくなった生計を一つにしている世帯とする。例えば、寄宿舎、下宿、その他これに類する施設に常時宿泊する者については当該施設は、宿泊するすべての者の集まりを１世帯として取り扱う。また、同一家屋の親子夫婦であっても、生活の実態が別々であれば、当然２世帯として取り扱う。

２　り災者とは、り災世帯の構成員とする。

	被害金額
	１　「公立文教施設」とは、公立の文教施設とする。

２　「農林水産業施設」とは、農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律（昭和25年法律第169号）による補助対象となる施設をいい、具体的には、農地、農業用施設、林業用施設、漁港施設及び共同利用施設とする。

３　「公共土木施設」とは、公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和26年法律第97号）による国庫負担の対象となる施設をいい、具体的には、河川、海岸、砂防施設、林地荒廃防止施設、道路、港湾及び漁港とする。

４　「その他の公共施設」とは、公立文教施設、農林水産業施設及び公共土木施設以外の公共施設をいい、例えば庁舎、公民館、児童館、都市施設等の公用または公共の用に供する施設とする。

５　「農産被害」とは、農林水産業施設以外の農産被害をいい、例えばビニールハウス、農作物の被害とする。

６　「林産被害」とは、農林水産業施設以外の林産被害をいい、例えば立木、苗木等の被害とする。

７　「畜産被害」とは、農林水産業施設以外の畜産被害をいい、例えば家畜、畜舎等の被害とする。

８　「水産被害」とは、農林水産業施設以外の水産被害をいい、例えばのり、魚貝、漁船等の被害とする。

９　「商工被害」とは、建物以外の商工被害で、例えば工業原材料、商品、生産機械器具等とする。

	災害対策本部等
	１　市町村対策本部欄は、各市町村において、本部設置に当り、とった配備体制の名称を記入する。

２　災害対策本部設置市町村名、災害救助法適用市町村名欄は、各支部で記入する。

	備考
	１　災害の発生場所とは、被害を生じた市町村名または地域名とする。

２　災害の発生年月日とは、被害を生じた日時または期間とする。

３　災害の種類概況とは、台風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波等の種別、災害の経過、今後の見通し等とする。

４　消防機関の活動状況とは、消防、水防、救急、救助、避難誘導等の活動状況とする。

５　その他とは、その他特記事項。なお、市町村長が避難の勧告・指示を行った場合には、その概況とする。


(注)　１　この報告の調査項目にないものは「その他被害」欄に具体的に掲載すること。

　　　２　要領第13条の規定に基づく報告は、累計すること。
様式第１号

発生速報

支部

市町村

	日　時　分受信　　
	発信者
	
	受信者
	

	１　被害発生
	自　　　　　月　　　　　日　　　　　時　　　　　分　　　　　　

至　　　　　月　　　　　日　　　　　時　　　　　分　　　　　　

	２　被害場所
	

	３　被害程度
	

	４　災害に対する措置
	(１)　災害対策本部設置の状況　　　　　　　日　　時　　分設置
(２)　市町村のとった主な応急措置の状況
(３)　応援要請または職員派遣の状況
(４)　災害救助法適用の状況
(５)　避難命令・勧告の状況
(６)　消防機関の活動状況
　ア　出動機関　　　　消防職員　　　　　　名
　　　　　　　　　　　消防団員　　　　　　名
　イ　主な活動内容（使用した機材を含む）

	５　その他必要事項
	


　「注」内容は簡単に要を得たものとする。

様式第２号

経過速報

支部

市町村

	
	発信者
	
	受信者
	

	災害の種別
	
	発生地域
	

	被害報告
	　　　　　月　　　　　日　　　時　　　分現在

	報告区分
	　　発生　　　　　　　　　　　　　　　経過

	区分
	被害
	区分
	被害

	人的被害
	死者
	人
	
	田畑被害
	田
	流失・埋没ha
	流失　　　　埋没

	
	行方不明者
	人
	
	
	
	冠水ha
	

	
	負傷者
	重傷
	人
	
	
	畑
	流失・埋没ha
	流失　　　　埋没

	
	
	軽傷
	人
	
	
	
	冠水ha
	

	住家被害
	全壊

（焼）

（流失）
	棟
	
	道路被害
	決壊
	箇所
	

	
	
	世帯
	
	
	冠水
	箇所
	

	
	
	人
	
	その他被害
	文教施設
	箇所
	

	
	半壊
（焼）
	棟
	
	
	病院
	箇所
	

	
	
	世帯
	
	
	橋りょう
	箇所
	

	
	
	人
	
	
	河川
	箇所
	

	
	一部破損
	棟
	
	
	砂防
	箇所
	

	
	
	世帯
	
	
	清掃施設
	箇所
	

	
	
	人
	
	
	崖くずれ
	箇所
	

	
	床上浸水
	棟
	
	
	鉄道不通
	箇所
	

	
	
	世帯
	
	
	被害船舶
	隻
	

	
	
	人
	
	
	水道
	戸
	

	
	床下浸水
	棟
	
	
	電話
	回線
	

	
	
	世帯
	
	
	電気
	戸
	

	
	
	人
	
	
	ガス
	戸
	

	非住家被害
	公共建物
	全壊
	棟
	
	
	ブロック塀等
	箇所
	

	
	
	半壊
	棟
	
	り災世帯
	世帯
	

	
	その他
	全壊
	棟
	
	り災者数
	人
	

	
	
	半壊
	棟
	
	火災発生
	建物
	棟
	

	
	
	
	
	
	
	危険物
	件
	

	
	
	
	
	
	
	その他
	件
	

	災害に対してとられた措置
(１)　災害対策本部設置の状況　　　　　　　　日　　　　時　　　　分設置
(２)　市町村のとった主な応急措置の状況
(３)　応急要請または職員派遣の状況
(４)　災害救助法適用の状況
(５)　避難命令・勧告の状況
　　　　　　　　　　　　　　市町村数　　　　　　　　　地区数
　　　　　　　　　　　　　　人員　　　　　　　　　　人
(６)　消防機関の活動状況
　ア　出動人員　消防職員　　　　　　　　名
　　　　　　　　消防団員　　　　　　　　名
　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　名
　イ　主な活動内容（使用した機材を含む。）


様式第３号

被害状況調

支部

市町村

	
	発信者
	
	受信者
	

	災害の種別
	
	発生地域
	

	被害日時
	　自　　　　月　　日　　　至　　　　月　　日

	報告区分
	　　確定


	区分
	被害
	区分
	被害

	人的被害
	死者
	人
	
	田畑被害
	田
	流失・埋没ha
	流失　　　　埋没

	
	行方不明者
	人
	
	
	
	冠水ha
	

	
	負傷者
	重傷
	人
	
	
	畑
	流失・埋没ha
	流失　　　　埋没

	
	
	軽傷
	人
	
	
	
	冠水ha
	

	住家被害
	全壊

（焼）

（流失）
	棟
	
	道路被害
	決壊
	箇所
	

	
	
	世帯
	
	
	冠水
	箇所
	

	
	
	人
	
	その他被害
	文教施設
	箇所
	

	
	半壊
（焼）
	棟
	
	
	病院
	箇所
	

	
	
	世帯
	
	
	橋りょう
	箇所
	

	
	
	人
	
	
	河川
	箇所
	

	
	一部破損
	棟
	
	
	砂防
	箇所
	

	
	
	世帯
	
	
	清掃施設
	箇所
	

	
	
	人
	
	
	崖くずれ
	箇所
	

	
	床上浸水
	棟
	
	
	鉄道不通
	箇所
	

	
	
	世帯
	
	
	被害船舶
	隻
	

	
	
	人
	
	
	水道
	戸
	

	
	床下浸水
	棟
	
	
	電話
	回線
	

	
	
	世帯
	
	
	電気
	戸
	

	
	
	人
	
	
	ガス
	戸
	

	非住家被害
	公共建物
	全壊
	棟
	
	
	ブロック塀等
	箇所
	

	
	
	半壊
	棟
	
	り災世帯
	世帯
	

	
	その他
	全壊
	棟
	
	り災者数
	人
	

	
	
	半壊
	棟
	
	火災発生
	建物
	棟
	

	
	
	
	
	
	
	危険物
	件
	

	
	
	
	
	
	
	その他
	件
	


第７節　災害広聴・広報計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
町は、災害発生時に、被災住民等が適切な行動がとれるよう、正確な有用情報の迅速な広報を実施する。また、被災者等の要望や苦情などの広聴を実施し、効果的な応急対策を行うとともに、総合的な相談・情報提供の窓口を設置し、被災者や一般住民の要望に適切に対応する。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　災害広報資料の収集
町は、災害広報活動を行うために必要な資料として、被害報告によるもののほか、次に掲げるものを作成し、また、関係機関等の協力を得て収集する。
（１）企画班の撮影記録係を派遣して撮影した災害写真、災害ビデオ
（２）県の地域機関、報道機関その他の機関及び住民等が取材した写真及びビデオ
（３）報道機関等による災害現地の航空写真
（４）水防及び救助等応急対策活動を取材した写真
第２　住民への広報
１　災害広報
災害広報の連絡系統は以下のとおりである。
	
	　　　　発表
	報道機関
	報道
	住　　　　　　　　　　　　　　民

	
	
	
	（報道）
	

	
	（発表）
	
	
	
	

	
	　　 ( 企　画　班 )   

総務部
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	本部
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	防災行政無線・広報車等
	

	
	
	
	協議
	
	
	
	広報車等
	

	
	
	
	
	各　　部
	
	
	
	

	
	
	
	（報告）
	
	
	
	（広報車等）
	

	
	
	
	
	
	
	（発表）
	防災行政無線・広報車等
	

	
	
	
	消防分署
	依頼
	
	
	
	
	

	（報告）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	（防災行政無線・広報車等）
	

	
	
	
	


	
	○○
	災害時の広報系統
	○○
	勤務時間外の突発的大災害の広報系統

	
	
	
	
	


広報内容については、その文案、優先順位をあらかじめ定めておくとともに、適切な広報手段を選択する。
２　現場広報の要領
災害時における応急救助に必要な現場広報は、おおむね次の事項について行う。
（１）気象状況及び予警報の伝達
（２）避難の場所及び方法並びに携行品
（３）家屋の補強方法等に関する事項
（４）防疫、清掃の心得
（５）非常食料、身の回り品等の整備及び貴重品の取扱いに関する事項
（６）盗難の予防
（７）交通の状況
（８）火気の始末
（９）その他の災害時の心得

	広報活動の実施
	広報内容

	　町は、保有する以下の媒体を活用して広報を実施する。被害状況により必要と認められる場合は、県に対し広報の協力を要請する。
①　防災行政無線
②　広報車
③　ハンドマイク
④　インターネット
⑤　携帯電話
	①　地域の被害状況に関する情報
②　町における避難に関する情報
　・避難の勧告に関すること。
　・避難施設に関すること。
③　地域の応急対策活動の状況に関する情報
　・救護所の開設に関すること。
　・交通機関及び道路の復旧に関すること。
　・電気、水道等の復旧に関すること。
④　その他住民生活に必要な情報（二次災害防止情報を含む。）
　・給水及び給食に関すること。
　・電気及び水道による二次災害防止に関すること。
　・防疫に関すること。
　・臨時災害相談所の開設に関すること等


第３　報道機関への発表
報道機関は、極めて広範囲に、かつ迅速に伝達できるため、災害、復旧に関する情報を報道機関に対して発表する。また、報道機関が独自に行う取材活動についても協力するものとする。報道機関との調整は、総務部（企画班）が行う。
被害の状況等により、本部長が災害警報等の放送が必要と認める場合は、災対法第57条に基づき、災害警報等の放送要請を県を通じＮＨＫさいたま放送局、テレビ埼玉、エフエムナックファイブに対して行う。ただし、やむを得ない場合は、町から直接要請する。
第４　ダム放流に伴う住民等に対する広報
ダムの放流に伴い、下流河川の水位が急激に上昇する場合は、電話等により関係機関へ通知するとともに、サイレン、拡声器及び警報車により沿岸住民に周知徹底を図る。
第５　ダム放流警報施設の活用

洪水の被害等の発生が予想される場合または、災害時に影響があると思われる荒川、赤平川、日野沢川及び三沢川の河川に近い住民や、川辺遊び・釣りなどの観光客の方々への事前警報、災害情報及び緊急避難情報を、町独自の防災行政無線だけでなく、ダム管理者が河川沿いに設置している警報装置で、更に広範囲に情報伝達を行うものとする。
第６　広聴活動

災害時には、混乱と不安から住民の相談等が殺到することが予想される。町は、これらの被災者の悩みや不安などを聞き、助言などを行う相談所を設置し、被災者の生活を支援する。
１　相談窓口の設置
町は、状況に応じて町役場等に相談窓口を設置し、被災者から寄せられる相談、要望、問合せ等に対応するものとする。

特に、被災者の安否に関する照会があったときは、被災者等の権利利益を不当に侵害することのないよう配慮しつつ、消防、救助等人命に関わるような災害発生直後の緊急性の高い応急措置に支障を及ぼさない範囲で、可能な限り安否情報を回答するよう努めるものとし、安否情報の適切な提供のために必要と認めるときは、関係公共団体、消防、警察等と協力して、被災者に関する情報の収集に努めるものとする。
なお、被災者の中に、配偶者からの暴力等を受け加害者から追跡されて危害を受ける恐れがある者等が含まれる場合は、その加害者等に居所が知られることのないよう当該被災者の個人情報の管理を徹底するよう努める。

２　広報の実施
　　　町は、相談窓口を設置した場合は、防災情報通信システム、広報車等により住民への周知を図る。
第８節　水防計画・土砂災害防止計画　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・産業観光課・建設課・消防】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
町は、水防法及び埼玉県水防計画の定めるところにより、洪水等に際し、水害等を警戒し、防御し、これによる被害を軽減するための水防体制を確立し、水防団、消防機関及び水防管理団体等と緊密な連携を図り、適切な水防活動を実施する。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　水防体制の確立
町長は、職員の通常勤務から水防非常体制への切替えを迅速確実に行い、勤務員が長期間の非常勤務活動を完逐できるよう配慮する。
１　水防非常配備の種類
（１）第１配備体制（待機体制）
少数の人員で主として情報の収集及び連絡に当り、事態の推移によっては、ただちに招集その他の活動ができる体制をとる。
（２）第２配備体制（警戒体制）
所属人員の約１／２を動員し、水防活動の必要な事態が発生すれば、そのまま水防活動が遂行できる体制をとる。
（３）第３配備体制（非常体制）
所属人員全員を動員し完璧な水防体制をとる。
２　発令・解除基準
（１）第１配備体制
発令　ア　気象業務法第14条の２に基づく水防活動用予警報で大雨注意報または洪水注意報が発表されたとき。
　　　　　　　イ　第２配備体制が解除になったとき。
　　　　　　　ウ　その他町長が必要と認めたとき。
　　　　解除　ア　気象業務法第14条の２に基づく水防活動用予警報が解除になったとき。
　　　　　　　イ　町長が水防体制を取る必要がなくなったと認めたとき。
　　　　　　　ウ　第１配備体制から第２配備体制に移ったとき。
（２）第２配備体制
　　　　発令　ア　気象業務法第14条の２に基づく水防活動用予警報のうち大雨警報または洪水警報が発表されたとき。
　　　　　　　イ　町長が必要と認めたとき。

　　　　　　　ウ　第３配備体制が解除になったとき。
　　　　解除　ア　気象業務法第14条の２に基づく水防活動予警報で、大雨警報、洪水警報のすべてが解除されたとき。
　　　　　　　イ　水防法第10条に基づく洪水予報で、洪水注意報、洪水警報が全て解除されたとき。
　　　　　　　ウ　町長が水防体制を取る必要がなくなったと認めたとき。
　　　　　　　エ　第２配備体制から第３配備体制に移ったとき。
（３）第３配備体制
　　　　発令　ア　町長が必要と認めたとき。
　　　　　　　　　※　相当の被害が、相当広範囲にわたり発生するおそれがあるとき。
　　　　解除　ア　町長が水防体制をとる必要がないと認めたとき。
　　　　　　　　　※　被害が拡大するおそれがなくなったとき。
３　非常配備体制
水防警報が発せられたときは、次により非常配備の体制をとり水災害に対処する。

	体制別
	出動水防隊
	摘　　　　　　　　　要

	第１号
	消防団本団隊
	比較的軽微な災害が予想される場合

	第２号
	消防団本団隊、地元分団
	部分的な災害が予想される場合

	第３号
	消防団本団隊、全分団
	広範囲な災害が予想される場合


４　水防信号
水防法（昭和24年法律第193号）第20条に規定する水防信号は次のとおりである。

	信号
	警鐘信号
	サイレン信号
	摘要事項

	第　１信号
	○休止　○休止　○休止
	５秒　　　５秒　　　５秒
○―15秒　○―15秒　○―15秒
	通報水位に達したことを知らせる

	第　２信号
	○―○―○　○―○―○
	５秒　　　５秒　　　５秒
○―６秒　○―６秒　○―６秒
	水防（消防）団員及び消防機関に属するもの全員が出動すべきことを知らせる

	第　３信号
	○―○―○―○
○―○―○―○
	10秒　　　10秒　　　10秒
○―５秒　○―５秒　○―５秒
	区域内に居住する者が出動すべきことを知らせる

	第　４信号
	乱打
	１分　　　１分　　　１分
○―５秒　○―５秒　○―５秒
	必要と認める区域内の居住者が避難のため立退くことを知らせる


第２　水防活動
１　監視、警戒活動
町長は、出動命令を出したときから、水防区域の監視及び警戒を厳重にし、現在の被害箇所その他特に重要な箇所を中心とした堤防の表側、天端、裏側の３班に分かれ巡回し、異常を発見した場合は直ちに当該河川の管理者及び秩父県土整備事務所長に報告するとともに水防作業を開始する。
２　資器材の備蓄及び水防措置の実施
水防用器具、資材の備蓄に努めるとともに、監視及び警戒により水防措置が必要と認められた場合には、関係機関と協力し、水防措置を実施する。
３　水防作業上の措置
（１）警戒区域の設定
水防作業のため必要がある場合は、町長及び消防団長は警戒区域を設定し、一般住民の立入を禁止し、若しくは制限し、またはその区域からの退去を命ずることができる。
（２）身分証明書の所持
調査及び指導等のため現場に赴く職員は、身分証明書を所持しなければならない。
第３　決壊時の処置
１　決壊時の処置
（１）通報
町長または消防団長は、堤防その他の施設が決壊したとき、直ちにその旨を秩父県土整備事務所長及びはんらんを予想される方向の隣接水防管理者に通報しなければならない。
この事態が国土交通省直轄管理区域に影響する箇所のある場合は、町長は荒川上流河川事務所長にも通報しなければならない。
（２）警察官の出動要請
堤防等が破堤または、これに準ずべき事態が予想されるときは、町長は警察署長に対して警察官の出動を要請することができる。
（３）居住者等の水防義務
町長または消防団長は、水防のため、必要がある時はその区域内に居住する者、または水防現場にいる者を水防作業に従事させることができる。
２　避難のための立退き
（１）立退き
町長は洪水により著しい危険が切迫し、その必要があると認めたときは、立退きを指示する。
（２）立退予定地等の居住民への周知
町長は、立退き予定地、経路及び可能なる処置を設定し、あらかじめ居住民に周知徹底させておく。
（３）立退きの通知
立退きを指示する場合においては、町長はただちに知事及び警察署長に通知しなければならない。
３　水防解除
気象業務法第14条の２に基づく大雨注意報等の気象警報が解除され、水防警戒の必要がなくなったときは、町長は水防解除を命ずるとともに、これを一般住民に周知させ、知事に対してその旨を報告しなければならない。
第４　協力応援
１　協力応援
町長は、水防に関する水防機関の相互協力応援に関して必要な事項をあらかじめ協定しておく。
町長は、水防法第23条第１項に基づき他の水防管理者から応援を求められたときは、自己の防衛区域に危険のない限り相互に応援するほか、水防資材等についても、当該区域において調達することの不可能な資材については、努めて併用の便を図る。
２　費用の負担
協力応援のために要した費用の負担については、相互間の協議により定める。
第５　土砂災害防止計画
１　情報の収集・伝達
（１）町は、局地的な降雨等の情報把握に努めるとともに、土砂災害の前兆現象及び発生時における災害状況の早期把握に努める。この場合、住民の安全に関する情報を最優先に収集、伝達するものとする。

（２）町は、土砂災害の発生が予想される場合は、住民及びライフライン関係者、交通機関関係者等に対し、早急に注意を喚起し、または警戒避難等の指示、伝達を行うものとし、特に、具体的に危険が予想される危険区域の住民等に対しては、戸別伝達に努めるものとする。

（３）町は、土砂災害警戒区域を含む行政区長や避難行動要支援者施設管理者等に対し、土砂災害警戒情報等が発表された場合、県及び町で把握している時間雨量と累加雨量等の情報をＦＡＸ、電話等により伝達する。 
（４）町は、提供した情報が警戒避難体制や避難行動に反映されるよう、土砂災害警戒情報や各種情報について、適時適切なタイミングで情報提供を行う。

２　避難勧告等の命令

　　町長は、本町が土砂災害警戒情報・土砂災害緊急情報の対象となった場合、周辺の渓流・斜面の状況や気象状況等も合わせて総合的に判断し、避難勧告等を発令する。
なお、土砂災害にかかる避難勧告等は、発令範囲を絞り込むため、土砂災害危険度情報において危険度が高まっているメッシュと重なった土砂災害警戒区域・危険個所等に対して発令することを基本とし、具体的な避難勧告等の発令基準は、「避難勧告等の判断・伝達マニュアル」において別途定めることとする。
３　避難誘導
町は、具体的に危険が予想される危険箇所周辺の住民等に対して、人命の安全を第一義とし、迅速かつ沈着な行動をとり、避難するよう具体的な指導を行う。また、乳幼児、高齢者、身体障害者等の自力避難が困難な避難行動要支援者については、関係施設の管理者のほか、自主防災組織、近隣居住者の協力を得て、迅速かつ適切な避難誘導に努めるものとする。

４　二次災害の防止
（１）人的被害の状況、建築物の被害等の情報を収集するとともに、被害規模に関する概括的情報を含め、把握できた範囲から直ちに県へ連絡する。

（２）発災後の降雨等による土砂災害の発生の防止・軽減を図るため、土砂災害危険箇所の点検を行う。その結果、危険性が高いと判断された箇所については関係機関や住民に周知を図り、適切な警戒避難体制の整備などの応急対策を行う。
（３）気象、被害の状況、二次被害の危険性に関する情報、安否情報、ライフラインや交通施設等の復旧状況、医療機関などの生活関連情報、交通対策等被災者等に役立つ正確かつきめ細やかな情報を適切に提供する。その際、高齢者、障害者、外国人等要配慮者に配慮した伝達を行う。

５　「避難勧告等の判断・伝達マニュアル」の活用

　　　町は、情報の伝達や避難誘導体制の整備等については、上記で定めるもののほか、「避難勧告等の判断・伝達マニュアル」を活用し、よりきめ細かな対応を検討及び実践する。

第９節　竜巻・突風等災害防止計画　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・産業観光課・建設課】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
町は、竜巻・突風等が発生または発生の可能性が高まった際に、住民に対して適切な対処を促すための情報伝達及び被害が生じた場合の適切な救助に関する事項を定め、住民の竜巻・突風による被害の軽減を図る。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　情報伝達
１　町は、住民が竜巻・突風等から身の安全を守るため、住民が主体的に状況を判断し、適切な対処行動をとるために必要な情報を迅速に発信する。
２　町は、可能な範囲で、住民が対処行動をとりやすいよう町単位の情報の付加等を行う。
■　町単位での情報の付加に係る参考（竜巻等突風対策局長級会議報告（H24.８.15）より）

	１．「竜巻」の注意喚起を含む気象情報及び雷注意報発表時における対応(竜巻に関する情報・状況の確認)

(１)　「竜巻」の注意喚起を含む気象情報及び雷注意報が発表された場合には、気象の変化及び竜

巻注意情報等のその後の防災気象情報の発表について注意する。
(２)　なお、竜巻注意情報の前に発表される気象情報及び雷注意報において、「竜巻」の注意喚起を

含む情報が発表された場合は、大気の状態が不安定で、竜巻等突風のみならず、落雷、降ひょう、

急な強い降雨等が発生する可能性がある。
２．竜巻注意情報発表時における対応(竜巻に関する情報・状況の確認)

(１)　竜巻注意情報が当該市町村の属する都道府県に発表された場合、気象の変化に注意するととも

に、竜巻発生確度ナウキャストを確認する。
(２)　気象の変化については、空を見て、空が急に暗くなる、雷が鳴る、大粒の雨やひょうが降り出

す、冷たい風が吹き出す等の積乱雲が近づく兆しがないか、注意する。強い降水域の接近につい

ては気象レーダー画像で確認できる。
(３)　竜巻発生確度ナウキャストを用い、当該市町村が、実況及び予測で発生確度２、発生確度１、

発生確度表示なしのいずれの状況なのか確認する。なお、竜巻発生確度ナウキャストは、10 ㎞

格子単位の表示であるため、本町が発生確度１または２の範囲に含まれているかどうかは目視に
より判断する。
（情報伝達）
(１)　多くの人が集まったり、安全確保に時間を要したりする学校、社会福祉施設、集客施設等の管

理者等へ既存の連絡体制や同報メール、同報ファックスを用いて情報伝達を行う。
３．当該市町村において気象の変化が見られ、かつ竜巻発生確度ナウキャストで発生確度２の範囲に

入ったときにおける対応
（情報伝達）
(１)　当該市町村内において、気象の変化（「空が急に暗くなる、雷が鳴る、大粒の雨やひょうが降

り出す、冷たい風が吹き出す」等の積乱雲が近づく兆し）が見られ、かつ竜巻発生確度ナウキャ

ストで当該市町村が発生確度２の範囲に入った場合に、住民に対して防災行政無線や登録型防災

メール等を用いて情報伝達を行う。
(２)　情報伝達の内容としては、竜巻等突風への注意喚起（竜巻注意情報が発表された、気象の変化

が見られた等）、及び住民の対処行動の２点がある。以下に情報伝達の例文を示す。


（例文）　現在、竜巻注意情報が発表され、○○市内において、竜巻などの突風が発生する

可能性が高くなっています。雷や風が急変するなど積乱雲が近づく兆しがある場合

には、頑丈な建物内に移動するなど、安全確保に努めてください

４．当該市町村内において竜巻が発生したときにおける対応
（情報伝達）
(１)　当該市町村内及び周辺において竜巻の発生したことを当該市町村が確認した場合は、防災行政

無線や登録型防災メール等を用いて住民へ情報伝達を行う。
(２)　情報伝達の内容にとしては、竜巻が発生した旨、及び住民の対処行動の２点がある。以下に情

報伝達の例文を示す。


（例文）　先ほど、○○市内に竜巻が発生したもようです。大粒の雨が降り出す、雷や風が

急変するなど積乱雲が近づく兆しがある場合には、頑丈な建物内に移動するなど、

安全確保に努めてください。竜巻が接近するのを確認した場合には、直ちに窓の無

い部屋等へ移動し、低くかがんで頭と首を守るなど、安全確保に努めてください。

（竜巻の特徴は、地上から雲の底に伸びた渦や飛散物が筒状に舞い上がることが見

えたり、ゴーというジェット機のようなごう音がする、気圧の変化で耳に異常を感

じることなどです。）




第２　救助の適切な実施

　第２編・第２章・第14節「災害救助保護計画」・第２「救急救助・医療救護計画」を準用する。

第３　がれき処理

　第２編・第２章・第20節「環境衛生整備計画」を準用する。

第４　避難所の開設・運営

　第２編・第２章・第14節「災害救助保護計画」を準用する。

第５　応急住宅対策

　第２編・第２章・第15節「生活支援計画」・第４「応急住宅対策」を準用する。

第６　道路の応急復旧

　第２編・第２章・第16節「障害物除去計画」を準用する。
第10節　雪害防止計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・建設課・産業観光課・ライフライン事業者】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
町は、積雪による被害が発生し、または発生するおそれがある場合、災害応急活動体制を速やかに施行し、他の防災関係機関と有機的な連携を図りながら、災害応急対策活動を講ず。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　初動期の人員確保
町は、体制配備に当たっては、気象注警報の発令状況を参考にしながら、時期を逸せず実施する。体制配備の際は、迅速に動員指令を発し、発災時に初動対応する職員の早期確保を図る。
第２　情報の収集・伝達・広報
１　気象業務法に基づく気象特別警報・警報・注意報等
第２編・第２章・第５節「注意報及び警報伝達計画」を準用する。
２　積雪に関する被害情報の伝達

町は、人的被害の状況、建築物の被害等の情報を収集するとともに、被害規模に関する概括的情報も含め、災害オペレーション支援システム等により、把握できた範囲から遅滞なく県に報告する。
３　住民への情報発信

（１）気象庁が県内を対象として大雪に関する気象情報を発表した場合、町は、降雪状況及び積雪の予報等について住民等へ周知する。
（２）町は、異常な積雪またはなだれ等が発生または発生する可能性が高まった際の周知方法については、防災行政無線、緊急速報メール、データ放送など、住民への多様な伝達手段の中から、有効で時宜を逸しない伝達方法を選択する。
４　積雪に伴いとるべき行動の周知

　　　町は、大雪の積雪が見込まれる時に、以下のとるべき行動を住民に周知する。
（１）不要不急の外出は極力避けること。
（２）外出の際は、滑りにくい靴を着用するなど歩行中の転倒に注意すること。
（３）道路の凍結や着雪による自転車・自動車のスリップ事故等に注意すること。
（４）交通機関の混乱等も予想されるので、時間に余裕を持って行動すること。
（５）自動車が立ち往生した場合に車のマフラーを雪が塞いで、一酸化炭素中毒にならないようにすること。
（６）安全確保に留意した上で、自宅周辺の除雪を行うこと。
（７）除雪作業を行う際は、足元や周囲に気を配り、転落防止対策を講じることや転倒及び屋根雪の落下に注意すること。
第３　道路機能の確保

１　効率的な除雪
（１）町は、町道等の除雪の優先順位に従い、幹線町道の交通確保を最優先とし、機械及び人員を集中的に動員して除雪を行う。

（２）除雪状況に合わせ、事前規制の実施や路線特性に応じた交通規制を行う。

（３）緊急的な除雪の実施にあたって必要がある場合は、町は、県警察本部と緊密な連携の下、交通の安全確保、除雪作業の円滑化を図るため、交通の整理を行う。また、交通の規制が必要な時は、緊急交通規制を実施する。

２　除雪の応援

（１）町は、自らの除雪の実施が困難な場合、他の市町村または県に対し、除雪の実施またはこれに要する除雪機械及びオペレータの確保について要請する。
（２）除雪応援の受入れに当たっては、現場での情報共有、連絡体制などの受援体制を整えるとともに、夜間休息時の除雪車両等の駐車場所やオペレータ等の宿泊施設の確保について配慮する。
第４　救出・救助及び孤立地区への支援の実施

１　なだれ発生に伴う避難

（１）町は、なだれ発生により人家に被害が発生する可能性が高いと認めた時は、住民に対し避難の勧告または指示を行うものとする。また、住民が自主的に避難した場合は、直ちに公共施設等に受け入れるとともに十分な救援措置を講ずるものとする。
（２）住民等がなだれにより被災した時は、町は、直ちに消防、警察等と協力し救助作業を行うとともに、被害が甚大な場合は、必要に応じて県に自衛隊災害派遣の要請を依頼する。
　２　孤立地区の応急対策
積雪、なだれ等により交通が困難または不能になり孤立した地区の住民の人命及び財産を保護するため、町は、防災関係機関と相互に連携し、迅速かつ的確な応急対策を実施する。
（１）町は、孤立地区が発生した場合は直ちに地区名、孤立世帯数、人数を県知事に報告するとともに、地区代表者と連絡を取るなどして病人の発生の有無、食料保有の状況等を調査するものとする。
（２）町は、孤立地区の状況について、食料及び飲料水、灯油、医薬品、緊急搬送要請について、必要数量や品目、緊急度（品目残量・残日数等）がわかるように、県に要請するものとする。
（３）町は、県と連携し、ヘリコプター等による医師、保健師等の派遣、医薬品・食料・生活必需品等の輸送及び地区住民全員の避難救助等必要な対策を講ずるものとする。
（４）町は、県及び防災関係機関等と連携し、孤立地区に通じる道路の除雪等を実施し、交通の早期回復を図るものとする。
第５　避難所の開設・運営

　第２編・第２章・第14節「災害救助保護計画」を準用する。

第６　医療救護

　第２編・第２章・第14節「災害救助保護計画」を準用する。

第７　ライフラインの確保

１　ライフライン事業者の応急対策
（１）ライフライン事業者は、倒木による架線断絶や、なだれ・冠雪・着雪・凍結等による設備の機能停止・故障・損壊等を速やかに把握し、復旧に係る措置を講ずるものとする。
（２）ライフライン事業者は、応急対策の実施に当たり、災害対応の円滑化や住民生活の速やかな復旧を目指し、他の機関と連携するものとする。
２　ライフライン事業者等への支援
　　　町は、ライフライン事業者等が応急対策に必要な情報（被災情報、除雪状況、なだれ等の危険性が高い区域、通行可能な道路等）や活動スペース等について、ライフライン事業者等に提供または貸し出すことにより、その復旧作業を支援する。
第８　地域による除雪協力

除雪は、原則として土地所有者または管理者が行うものであり、民有地内の除雪は各家庭または各事業者による対応が原則であるが、異常な積雪時には、高齢者世帯など自身による除雪が困難な者や通学路や利用者の多い交通安全上重要な歩道については、地域住民が地域コミュニティの協力を得て除雪を進め、二次災害の防止に努めることとする。
第11節　孤立集落対策計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・建設課・産業観光課・消防】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
町は、孤立が予想される地域について、被害実態の早期確認と救急救助活動の迅速な実施、緊急物資等の輸送、道路の応急復旧による生活の確保に重点を置いた対策を推進する。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　孤立実態の把握対策
　　孤立予想地域に対し、ＮＴＴ回線、防災行政無線、衛星携帯電話等を活用して、孤立状況の確認を行うとともに、孤立状況及び被害の概要について情報収集する。
第２　孤立地域応急対策活動
　１　救急・救助対策
（１）ヘリコプターによる救急搬送が予想される場合は、概要を直ちに県に通報するものとする。

（２）負傷者等が多い場合は、医師等の現地派遣に配慮する。

（３）孤立地域内の避難行動要支援者及び要配慮者等の実態を把握し、道路の復旧見込み、食料の状況、避難場所の有無等について検討し、必要に応じて県または他の市町村の応援を得て、救出活動を実施する。

　２　通信手段の確保

　　　ＮＴＴ回線が不通になった場合は、職員の派遣、防災行政無線、衛星携帯電話等による中継及びアマチュア無線、ＳＮＳの活用等、あらゆる方法によって情報伝達手段の確保に努めるものとする。

　３　食料品等の生活必需物資の搬送
　　　迂回路による輸送の確保に努めるとともに、陸上輸送手段の確保が困難な場合は、県に対してヘリコプターによる物資輸送の要請を行う。

　４　道路の応急復旧活動
　　　孤立地域に通ずる道路の被害状況を早急に把握し、徒歩、オートバイ、四輪車の順に、一刻も早い交通確保に努めるものとする。
第12節　交通対策計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・建設課・警察・秩父県土整備事務所】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
災害時における交通の混乱を防止し、警察、消防活動、緊急物資輸送等が円滑に行われるよう交通及び公共輸送の運行を確保する。
なお、各施設の被害状況及び交通の流れや支障物件、混雑の度合を迅速かつ的確に把握することはきわめて重要でり、町をはじめ関係各機関は、組織状態を有効に活用して被害状況等を積極的に調査把握し、関係機関と連絡を密にして的確に対処するものとする。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　交通応急対策計画
１　交通支障箇所の調査及び通報
（１）町は、町が管理する道路について、災害時における危険予想箇所をあらかじめ調査しておくとともに、災害が発生した場合に当該道路の被害状況を速やかに調査する。
（２）町は、町が管理する道路について、調査の結果、支障箇所を発見したときは、速やかに、その路線名、箇所、拡大の有無、迂回路線の有無その他被災の状況等を明らかにし、県に報告するとともに、関連する道路管理者相互に連絡を取り合うものとする。
（３）町は、前号の状況について直ちに警察署、秩父消防本部等関係機関の長と相互に連絡を取る。
２　応急対策方法
災害による道路等の損壊、流失、埋没その他により交通途絶した場合の応急対策は、次の方法により実施する。
（１）道路施設の応急対策方法
道路の破損、流失、埋没並びに橋梁の損傷、トンネルの一部損壊、埋没等の被害のうち比較的僅少な被害で、応急対策により早急に交通の確保が得られる場合は、道路の補強、崩落土等の除去、橋梁の応急補強、トンネルの補強等、必要な措置を講じ、交通の確保を図るものとする。
（２）応急対策が比較的長期の時間を要する場合は、被害箇所の上記応急対策と同時に付近の適当な場所を選定し、一時的に付替道路を開設し、道路交通の確保を図るものとする。
（３）一路線の交通が相当な程度途絶する場合は、町は付近の道路網の状況により、適当な代替道路を選定し交通標示その他交通機関に対する必要な指示を行うことにより円滑な交通の確保を図る。
（４）道路施設の被害が広範囲にわたり、代替の道路も得られず被災地域一帯が交通途絶の状態に立ち至った場合は、同地域の道路交通の最も効果的で、しかも、比較的早期に応急対策が終了する路線を選び、自衛隊派遣計画、障害物除去計画等必要な措置とあいまって、集中的応急対策を実施することにより、必要最小限の緊急交通の確保を図るものとする。
（５）被災の状況、地域の状況等を考慮して、災害復旧用応急組立橋による復旧を検討する。
（６）大雪時における主要道路については、早急に除雪し、交通の確保を図るものとする。
第２　交通規制計画
１　被災地内の交通対策
（１）交通対策
町長は道路法第46条第１項の規定に基づく所要の交通規制を行う。
（２）交通対策の方法
ア　町長は、その管理する道路について、道路の破損、決壊その他の事由により通行が危険であると認められる場合には、その対象、区間、期間及び理由を明瞭に記載した道路標識等により、当該道路の通行を禁止し、または制限する。
イ　町長は、その管理する道路について通行を禁止し、または制限しようとする場合には、あらかじめ当該区域を警察署長に禁止または制限の対象、区間、期間及び理由を警察、行政機関と相互に連絡を取り合い確認する。
あらかじめ通知するいとまがなかったときは、事後において速やかにこれらの事項を通知する。
ウ　町長は、降雪等による交通対策の状況を利用者に周知する。
　２　交通規制に関する情報共有

町長は、交通規制を行ったときは、県（統括部）に報告する。
３　被災地内における一般交通の確保
町長は、被災地における交通対策及び緊急通行車両以外の交通対策を行ったときは、次の要領により広報に努め、一般交通の確保を図る。
(１)　関係道路の主要交差点への標示
(２)　関係機関への連絡
(３)　一般住民に対する広報
第３　緊急輸送道路の確保
１　緊急輸送道路の応急復旧
町は、緊急輸送道路の被害状況及び道路上の障害物の状況を速やかに調査し、国道・県道については県に報告するとともに復旧作業を要請する。また、町道については町が、避難、救出、物資の輸送等緊急性を優先し、迅速な障害物の除去や応急復旧が図れるよう占有工作物管理者、秩北建設連合組合等の協力を得て復旧作業を実施する。ただし、被害の規模等により対応が困難な場合は警察、自衛隊、消防へ協力を依頼する。
２　緊急輸送道路の指定
（１）県による指定
町内の緊急輸送道路の指定は次のとおり。
	路線名
	国道140号


（２）町による指定
町は、災害時における被災者の避難、救出及び効率的な物資の緊急輸送を迅速確実に行えるよう、被害想定結果や地域の現況等に基づき、あらかじめ県、近隣市町村、関係機関等と協議の上、町出先機関、関係機関施設、防災活動拠点、避難場所・避難所、備蓄倉庫、輸送拠点、臨時ヘリポート等の施設を結ぶ道路の中から選定し、緊急輸送道路として指定する。
　３　放置車両対策

町をはじめ道路管理者は、放置車両や立ち往生車両等が発生した場合には、緊急通行車両の通行を確保するため緊急の必要があるときは、運転者等に対し車両の移動等の命令を行う。運転者がいない場合等においては、道路管理者は、自ら車両の移動等を行う。

　４　応急復旧、交通規制状況の広報

町は、町が管理する道路について、応急復旧、交通規制、交通量などに関する情報伝達窓口を設置し、問い合わせ等に対して的確な情報伝達を行うとともに、交通規制の状況等を広報するよう努める。

第４　緊急通行車両等の確認
大規模災害発生時には、交通対策により一般車両の通行を禁止または制限し、緊急通行車両等を優先して通行させる。
１　緊急通行車両等の要件
緊急通行車両等は、次の事項に該当するものとする。
（１）警報の発令及び伝達並びに避難の勧告または指示に関するもの
（２）消防、水防その他の応急措置に関するもの
（３）被災者の救援、救助その他の保護に関するもの
（４）災害を受けた児童及び生徒の応急の教育に関するもの
（５）施設及び設備の応急の復旧に関するもの
（６）清掃、防疫その他の保健衛生に関するもの
（７）犯罪の予防、交通の規制その他災害地における社会秩序の維持に関するもの
（８）緊急輸送の確保に関するもの
（９）前各号に掲げるもののほか、災害の発生の防ぎょまたは拡大の防止のための措置に関するもの
２　緊急通行車両等の確認の手続き
公安委員会が、災対法第76条に基づき区域または道路の区間を指定して、緊急輸送を行う車両以外の通行の禁止または制限を行った場合、同法施行令第33条の規定に基づく知事または公安委員会の行う緊急通行車両等の確認手続きは、警察署において行う。
町は、緊急通行車両等確認申請を行い、交付された標章を当該車両の前面の見やすい場所に掲示し、証明書は運行中携行する。
第13節　ライフライン施設等確保計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・建設課・ライフライン事業者】
基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
各ライフライン施設等事業者は、災害時におけるライフライン施設の機能確保と早期復旧を図るための応急対策を実施する。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　応急対策活動
　ライフライン事業者は、災害発生等による設備の機能停止・故障・損壊等を速やかに把握し、復旧に係る措置を講ずるとともに、災害対応の円滑化や住民生活の速やかな復旧を目指し、他の機関と連携するものとする。
１　上水道施設

（１）秩父広域市町村圏組合水道局は、災害が発生した場合、町、その他関係機関と連携し、速やかに被害状況を把握し、応急復旧作業に取りかかることとする。
なお、復旧作業は、自己水源の取・導水施設及び浄水施設をの機能の確保を図り、浄水場から避難所に至る基幹管路の復旧を優先し、断水区域を最小限にするよう配水調整を行いながら送水管・配水管の復旧を進める。
（２）応急復旧に係る調査及び工事は、町指定給水指定工事事業者や日本水道協会との連携により、被害状況の調査及び復旧工事を行う。

（３）応急復旧工事の技術者や資機材が不足する場合は、県及び日本水道協会に対し調達あっせんを要請する。

　２　下水道施設

（１）町、皆野・長瀞下水道組合は被害状況を速やかに把握して、施設の応急復旧に努める。

（２）町が被害を受けなかったときは、支援体制の基本ルールに基づいて被災市町村の下水道設置の緊急点検や応急復旧等の支援を行う。
　３　その他ライフライン事業者

各ライフライン事業者は、あらかじめ定めた応急対策計画等に基づき、被害状況の把握及び施設の応急復旧作業に取りかかることとする。
　４　ライフライン事業者等への支援
町は、ライフライン事業者等が応急対策に必要な情報（被災情報、除雪状況、なだれ等の危険性が高い区域、通行可能な道路等）や活動スペース等について、ライフライン事業者等に提供または貸し出すことにより、その復旧作業を支援する。
第２　広報
　　町及び各ライフライン事業者は、住民に対して、応急復旧状況や二次災害の防止を目的とした広報活動を積極的に行うものとする。
第14節　災害救助保護計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・町民生活課・健康福祉課・警察・消防・医療機関】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
災害時に住民等の生命の安全確保を図るため、避難の勧告・指示や救急救護・医療救護など、災害救急保護活動を実施する。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　避難計画
１　計画方針
（１）緊急時に際し危険地域にある住民を安全地域に避難させ、人命被害の軽減を図るための計画とする。
（２）避難所の名称、所在地及び収容人員等は資料編に定めるとおりとする。

２　避難準備情報、勧告及び指示
（１）避難準備情報、勧告及び指示の実施
避難の準備（避難行動要支援者）情報、避難のための立ち退きの勧告、指示及び立退き先の指示または屋内での退避等の指示は、次の者が行うものとする。

	実施

責任者
	勧告・指示

等の種別
	災害の

種類
	要件
	根拠となる
法律

	町　長
	避難準備（避難行動要支援者等に対する避難)情報
	災害

全般
	避難行動要支援者等、特に避難行動に時間を要する者が避難行動を開始しなければならない段階。

災害の発生が高まった状態。
	―

	町　長
	避難勧告
	災害

全般
	通常の避難行動ができる者が避難行動を開始しなければならない段階。

災害の発生が明らかに高まった段階。
	基本法

第60条1項

	町　長
	避難指示
	災害

全般
	前兆現象の発生や現在の切迫した状況から、災害が発生する危険性が非常に高いと判断された状況。

災害が発生した場合。
	基本法

第60条1項

	県知事
	避難勧告

避難指示
	災害

全般
	町が全部または大部分の事務を行うことができなくなった場合は、町長が実施すべき措置の全部または一部を代行する。
	基本法

第60条5項

	警察官
	避難指示
	災害

全般
	町長が避難のための立ち退き指示をすることができないと認めるとき、または、町長から要求があったとき。
	基本法

第61条

	
	
	
	人命若しくは身体に危険を及ぼし、また財産に重大な損害をおよぼすおそれのある天災等危険な事態がある場合で、特に急を要するとき。
	警察官職務

執行法

第 4条1項

	自衛隊
	避難指示
	災害

全般
	災害派遣を命じられた部隊の自衛官は、災害の状況により特に急を要する場合で、警察官がその現場にいない場合。
	自衛隊法

第94条1項

	県知事またはその命を受けた水防管理者
	避難指示
	洪水
	洪水により著しい危険が切迫していると認められたとき。
	水防法

第29条

	県知事またはその命を受けた職員
	避難指示
	地す

べり
	地すべりにより著しい危険が切迫していると認められたとき。
	地すべり等

防止法

第25条


（注１）警察官が避難等の指示を行った場合は、直ちにその旨を町長に通知するほか、県公安委員会へ報告する。

（注２）自衛官が避難等の指示を行った場合は、町長を通じて知事に必要な事項を伝達する。
（２）避難の勧告または指示の内容
避難の勧告または指示は、次の内容を明示して行う。
ア　要避難対象地域
イ　立退き先
ウ　避難先及び避難経路
エ　避難理由
オ　避難時の留意事項
（３）関係機関相互の通知及び連絡
避難の指示者等は避難のための立退きを勧告し、若しくは指示をしたときは、次の要領に従って関係機関に通知または連絡するものとする。（注「→」は通知「＝」は相互連絡を示す）
　・町長

	知事
	
	
	
	町長
	
	関係団体

	
	
	
	
	
	
	
	

	警察本部長
	
	警察署長
	
	
	
	


　・知事またはその命を受けた職員
	（洪水の場合）
	
	
	
	町長
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	知事
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	水防管理者
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	警察本部長
	
	警察署長
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


　（地すべりの場合）
　　洪水の場合に準ずる。ただし、水防管理者に対する通知、連絡を除くものとする。
	水防管理者
	
	
	町長
	
	関係団体

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	知事
	
	水防管理者
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	警察本部長
	
	警察署長
	
	
	
	


　・警察官及び自衛官
	
	
	
	
	町長
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	警察官
自衛官
	
	

	知事
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	警察本部長
	
	警察署長
	
	
	
	


（４）発令基準及び伝達方法
避難勧告等の発令者は、おおむね次の基準により発令し、伝達するものとし、具体的な発令基準を定めておくものとする。
また、町は、外国人（旅行者）に対して的確な避難勧告及び指示等を行うため、多言語による伝達広報について検討することとする。

	
	発 令 基 準
	伝 達 方 法

	避難準備情報
	１　避難の準備勧告を必要とするとき。
２　避難行動要支援者、特に避難行動に時間を要する者が避難行動を開始しなければならないとき。
	口頭伝達または広報車、防災行政無線等を使用して行う。

	避 難 勧 告

避 難 指 示
	１　気象台から豪雨、台風、地震等災害に関する警報、特別警報が発せられ、避難を要すると判断されるとき。
２　関係機関から豪雨、台風、地震等災害に関する通報があり、避難を要すると判断されるとき

３　河川が避難判断水位を突破し、洪水のおそれがあるとき。

４　河川の上流の地域が水害を受け、下流の地域に危険があるとき。

５　土砂災害警戒情報が発表され、避難を要すると判断されるとき。
６　地すべりにより著しい危険が切迫しているとき

７　火災が拡大する恐れがあるとき。
８　その他住民の生命または身体を災害から保護するため必要と認められるとき。
	１　サイレン、警鐘、標識によるほか広報車、消防機関、水防団体による周知、防災行政無線等あらゆる手段を尽くして迅速な伝達を徹底する。
２　できるだけ民心を恐怖状態に陥らせないようにするとともに、火災の予防についても警告する。


（５）住民に求める行動
避難勧告等の発令者より避難勧告等が発せられた場合、住民は以下の行動により迅速な避難行動を行う。
	
	発 令 時 の 状 況
	住 民 に 求 め る 行 動

	避難準備情報

(避難行動要支援者に対する避難情報)
	避難行動要支援者等、特に避難行動に時間を要する者が避難行動を開始しなければならない段階であり、災害の発生する可能性が高まった状況。
	・避難行動要支援者等、特に避難行動に時間を要する者は、計画された避難場所への避難行動を開始（避難支援者は支援行動を開始）。
・上記以外の者は、家族等との連絡、非常持出用品等の用意等、避難準備を開始。

	避 難 勧 告
	通常の避難勧告が出来る者が避難行動を開始しなければならない段階であり、災害の発生する可能性が明らかに高まった状況。
	・通常の避難行動ができる者は、計画された避難場所等への避難行動を開始。

	避難指示
	・　前兆現象の発生や、現在の切迫した状況から、災害が発生する危険性が非常に高いと判断された状況。
・　堤防の隣接地等、地域の特性等から人的被害の発生する危険性が非常に高いと判断された状況。
・　人的被害の発生した状況。
	・避難勧告等の発令後で避難中の住民は、確実な避難行動を直ちに完了。
・未だ避難していない対象住民は、直ちに避難行動に移るとともに、そのいとまがない場号は生命を守る最低限の行動。


（６）警戒区域の設定
警戒区域の設定にあたっては、次に示すとおり状況に応じて指示を行う。また、指示を行ったものは、その旨を関係機関及び住民に周知する。
	状　　　況
	措　　置
	指　示　者
	対象者

	ア　災害が発生し、またはまさに発生しようとしている場合において、生命または身体に対する危険を防止するため特に必要な場合。
（災対法第63条）
	(ア) 立入制限
(イ) 立入禁止
(ウ) 退去命令
	(ア)　町　長
(イ)　警察官（注１）
(ウ)　自衛官（注３）
(エ)　知　事（注４）
	災害応急対策に従事する者以外の者。

	イ　水防上緊急の必要がある場所。
（水防法第21条）
	(ア) 立入禁止
(イ) 立入制限
(ウ) 退去命令
	(ア)　水防団長、水防団員、または消防機関に属する者
(イ)　警察官（注２）
	水防関係者以外の者。

	ウ　火災の現場及び水災を除く災害（消防法第36条において準用する同法第28条）。
	(ア) 退去命令
(イ) 出入の禁止
(ウ) 出入の制限
	(ア)　消防吏員または消防団員
(イ)　警察官（注２）
	命令で定める以外の者。

	エ　人の生命若しくは身体に危険を及ぼし、または財産に重大な損害を及ぼすおそれのある天災等危険な事態がある場合（警察官職務執行法第４条）。
	(ア) 引き留め
(イ) 避難
(ウ) 必要な措置
命令
	(ア)　警察官
	その場に居合わせた者、その事物の管理者その他関係者。


（注１）　町長若しくはその委任を受けて警戒区域の設定の職権を行う町の職員が現場にいないとき、またはこれらの者から要求があったときは、警戒区域の設定の職権を行うことができる。
（注２）　(ア)に属する者がいないとき、またはこれらの者の要求があったときは、警戒区域の設定の職権を行うことができる。
（注３）　災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、(ア)及び(イ)がその場にいない場合に限り、警戒区域の設定の職権を行うことができる。
（注４）　知事は災害によって町がその全部または大部分の事務を行うことができなくなったときには、町長に代って実施しなければならない。

３　避難誘導
（１）町の役割
ア　避難所、避難経路の指定
町長は、災害時における地域条件等の状況を考慮し、地区ごとに、災害種別ごとの具体的な避難所、避難経路等を定めておき、あらかじめ住民に周知徹底させておく。
避難所の指定にあたっては、立地条件、設備・構造、安全性を考慮するとともに、高齢者・障害者・乳幼児等自力避難が困難な者に配慮する。
イ　避難の勧告・指示の伝達内容
住民に対し、避難の勧告・指示を伝達する際には、次の内容を明らかにし、避難の必要性が伝わるよう配慮する。
（ア）災害の発生状況に関する状況：
・河川が氾濫する等の災害が発生したこと（発生場所や時刻などの具体的な状況が把握できている場合には、それらを明示する。）。
・災害の拡大についての今後の見通し
（イ）災害への対応を指示する情報：
・危険地区住民への避難指示
・避難誘導や救助・救援への住民の協力要請
・周辺河川や斜面状況への注意・監視
・誤った情報に惑わされないこと。
・冷静に行動すること。
また、町内の各地域、駅・集会所等不特定多数の者が集まる場所等にいる住民に対して迅速かつ確実な伝達が行われるように努める。
ウ　避難誘導
避難にあたっては、風水害による被害のおそれが高い区域の居住者等に対して自主的な避難を促すとともに、高齢者、障害者、乳幼児などの自力避難が困難な者、また地理に不案内な者、日本語を解さない者等の避難行動要支援者の確実な避難のため、避難誘導員を配置する。その際、自主防災組織と連携し、地域単位での安全で迅速な避難を図る。
また、安全に避難誘導をするため、避難誘導員は地域の災害危険性に関して熟知しておくものとする。
山間孤立集落など、安全な避難所までの距離が遠い場合、あらかじめ作成した搬送計画により、バス、ヘリコプター等の搬送手段を活用する。
（２）避難順位及び携帯品等の制限
ア　避難立退きの誘導は、危険地区の状況等に応じ負傷者、災害時要援護者を優先して行い、車両の避難は、人員の避難がおおむね終了した後とするものとする。
イ　携帯品は、貴重品、若干の食料、最低限の身の回り品等、円滑な立ち退きに支障をおこさない最小限度のものとする。
ウ　なお、これらの内容をあらかじめ住民に周知しておく。
４　避難所の開設等
（１）実施責任者
ア　災害全般について、町長が行う。
イ　避難所の開設については、事後の救助事務に支障をきたさないよう救助法の定める実施基準に準じて行う。
（２）避難所運営計画の策定
町では、避難所運営計画の見直しを行い、実効性の高い計画とするよう、特に以下の点に留意する。
ア　避難所の開放手順（夜間、休日等を中心に）
イ　避難所単位での物資・資機材の備蓄
ウ　避難所の管理・運営体制
エ　本部との情報連絡体制
オ　避難長期化の場合の教育活動との共存及び教職員と町職員の役割分担
カ　生活再建の支援体制
（３）避難所開設の基準
次の基準により開設する。
ア　開設の目的
災害のため現に被害を受け、または受けるおそれのある者で避難しなければならないものを一時的に収容し保護するため避難所を開設する。
また、災害発生の不安により、当該地域の住民からの要請があった場合、避難所を開設する。
イ　開設の方法
（ア）避難所は、学校、公民館、体育施設、研修交流施設等の既存建物を応急的に整備して使用する。ただし、これらの適当な施設を得難いときは、野外に仮設住宅を設置し、または天幕を借り上げて開設する。
（イ）避難所を開設したときは、町はその旨を公示し、避難所に収容すべき者を誘導し保護する。
（ウ）町長が避難所を設置した場合には、直ちに次の事項を知事に報告する。
　　　　　ａ　避難所の開設の目的、日時及び場所
　　　　　ｂ　箇所数及び収容人員
　　　　　ｃ　開設期間の見込み
５　避難所の管理運営
町は、避難所開設に伴い、職員を各避難所に派遣し、あらかじめ策定したマニュアルに基づいて避難所の運営を行う。運営にあたっては、以下の点に留意して適切な管理を行う。
（１）避難者名簿の整備
避難所ごとに避難者名簿を作成することにより避難者の氏名、人数等を把握するとともに、食料・物資等の需要を把握するものとする。町内で避難所等の不足が見込まれる場合には県、近隣市町村に応援要請する。

（２）通信手段の確保
避難所の開設や運営状況などを把握するため通信連絡手段の確保に努める。
（３）避難所の運営
避難所ごとに管理責任者を定めることとする。運営に当たっては避難者による自主的な運営を促し、運営組織を設置する。女性に配慮した避難所運営を行うため、運営組織には複数の女性を参加させるよう配慮する。
（４）要配慮者や女性への配慮
高齢者、身体障害者、知的障害者、精神障害者、発達障害者（自閉症等）、難病患者、乳幼児、妊産婦等の要配慮者や女性に配慮し、男女別更衣室、男女別トイレ、授乳場所、クールダウンスペース（障害者等が気持ちを落ち着かせることが出来る空間）等を開設当初から設置できるように努める。
特に、女性や子どもに対するセクシャル・ハラスメントや性犯罪を予防するため、更衣室やトイレ、入浴施設等の設置場所に配慮するとともに、注意喚起や巡回警備を実施するなど、安心・安全の確保に努める。
また、女性の相談員、福祉相談員を配置若しくは巡回させ、女性や要配慮者のニーズの変化に対応できるように配慮する。
なお、女性に対する相談員の配置や相談窓口の開設・運営等に当たっては男女共同参画センターや民間団体を積極的に活用する。
（５）要配慮者等に必要な物資等の整備
要配慮者等のために必要な物資等は速やかに調達できる体制を整備するよう努める。

■　要配慮者や女性のために必要と思われる物資等（例示）
	高齢者
	紙おむつ、嚥下しやすい食事、ポータブルトイレ、車椅子、ベッド、老眼鏡

	乳幼児
	タオル、紙おむつ、おしりふきなどの衛生用品、哺乳瓶、粉ミルク、お湯、離乳食、沐浴用たらい、ベビーベッド、小児用薬、乳児用衣料、おぶい紐、ベビーカー等

	肢体(上肢、下肢、体幹)不自由者
	紙おむつ、ベッド、車椅子、歩行器、杖、バリアフリートイレ

	病弱者・内部障害者
	医薬品や使用装具膀胱または直腸機能に障害：オストメイトトイレ
咽頭摘出：気管孔エプロン、人工咽頭
呼吸機能障害：酸素ボンベ

	聴覚障害者
	補聴器、補聴器用電池、筆談用ミニボード、マジック、文字放送テレビ

	視覚障害者
	白杖、点字器、ラジオ

	知的障害者・精神障害者・発達障害者
	医薬品、嚥下しやすい食事、紙おむつ、洋式の簡易トイレ簡易間仕切り、絵や文字で説明するための筆記用具

	女性
	女性用下着、生理用品などの衛生用品

	妊産婦
	マット、組立式ベッド

	外国人
	外国語辞書、対訳カード


（６）生活環境への配慮（プライバシーの確保等）
避難所における生活環境に注意し、良好な生活の確保に努め、避難者のプライバシーの確保に配慮する。
（７）避難者の健康管理
避難生活では、心身双方の健康に不調を来す可能性が高いため、良好な衛生状態を保つよう努め、避難者の健康状態を十分把握し、必要に応じて救護所を設ける。
保健師等による健康相談の実施体制、埼玉県医師会との協定に基づく医療救護班の派遣等の必要な措置をとる。
また、高齢者や障害者等の要配慮者の健康状態については、特段の配慮を行い、福祉避難所の設置場所をあらかじめ定めるとともに、医療機関への移送や福祉施設への入所、ホームヘルパーの派遣等の必要な措置をとる。
（８）避難者と共に避難した動物の取扱い
避難者と共に避難した動物（盲導犬、聴導犬、介助犬を除く）の取扱いについて、避難所では様々な価値観を持つ人が共同生活を営むことに鑑み、居室への動物の持ち込みは原則禁止とし、敷地内の屋外に飼養専用スペースを設置し飼養させることとする。ただし、施設に別棟の倉庫等があるなど収容能力に余裕がある場合には、当該避難所に生活する避難者の同意のもとに、居室以外の部屋に専用スペースを設け飼養させることとする。
動物への給餌、排泄物の清掃等の飼育・管理は、当該動物を連れてきた者が全責任を負うものとし、居室以外の専用スペースで飼養した場合、撤去後に当該動物を連れてきた者が施設を現状復旧させる全責任を負うものとする。
６　避難所以外の場所に滞在する被災者への配慮
町は、やむを得ない理由により避難所に滞在することができない被災者に対しても、必要な生活関連物資の配布、保健医療サービスの提供、情報の提供等を行い、被災者の生活環境の整備を図るものとする。
７　救助法が適用された場合の費用等
避難所設置の費用は、県の「災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準」に定める範囲内において町は県に請求する。
　８　広域一時滞在
町は、災害の規模、被災者の避難・受入れ状況、避難の長期化等に鑑み、広域的な避難及び応急仮設住宅等への受入れが必要であると判断した場合において、県内他市町村への受入れについては当該市町村に直接協議し、他の都道府県の市町村への受入れついては県に対し当該他の都道府県との協議を求めるものとする。
県は、町から協議要求があった場合、他の都道府県と協議を行うものとし、町の行政機能が被災によって著しく低下した場合など、町からの要求を待ついとまがないときは、町の要求を待たないで、広域一時滞在のための協議を町に代わって行うものとする。
また、町は、県が他の都道府県から被災住民の受入れの協議を受け、被災住民の受入れについて県より連絡を受けた場合は、正当な理由がある場合を除き、被災住民を受け入れることとし、受け入れた被災住民に対し公共施設等を提供する。
そのため、町では、避難所を指定する際に併せて広域一時滞在の用にも供することについて定めるなど、他の市町村からの被災者を受け入れることができる施設等をあらかじめ定めておくこととする。

第２　救急救助・医療救護計画
１　基本的な考え方
（１）趣旨
災害発生時には、広域あるいは局地的に、救助・医療救護を必要とする多数の傷病者の発生が予想される。このため、災害時における救急救助の初動体制を確立し、関係医療機関及び各防災関連機関との密接な連携により迅速にな医療救護活動を実施する必要がある。
（２）活動項目リスト
ア　救急・救助
（ア）救急・救助における出動
（イ）救急・救助における活動
（ウ）救急・救助体制の整備
（エ）他機関への応援要請
イ　傷病者搬送
（ア）傷病者搬送の手順
（イ）傷病者搬送体制の整備

ウ　医療・助産
（ア）医療救護活動
（イ）助産救護活動
エ　精神科救急医療の確保
オ　保健衛生
（ア）感染症、二次被害予防
（イ）精神ストレスへの対応
カ　血液等の供給
（ア）災害時における血液等の供給計画
（３）留意点
ア　効率的な出動・搬送体制の整備
災害時には、多発外傷、挫滅症候群、広範囲熱傷等、救命処置を必要とする者から軽傷者まで、多数の負傷者が同時多発的に発生する。そのため、傷病の種類や緊急度に応じた迅速かつ的確な判断と処置が要求される。このため、救急救命士の有効活用も含め、効率的な出動体制・搬送体制の整備が必要である。
イ　柔軟な救急救助、医療救護の実施
大規模災害時は、医療機関そのものも被災し医療行為を実施できない状態になる可能性がある。また、搬送経路となるべき道路の通行にも支障が出ると考えられるため、医療機関の選定や搬送経路の決定は、十分に被災状況に即して柔軟に対応していくことが重要となる。
ウ　消防機関、医療機関等との連携
各地域における負傷者・死者の被害状況及び医療機関の被災状況等について、いかに速く正確に掌握できるかが、その後の医療救護活動を効率的に進める上でのキーポイントとなる。皆野病院等各医療機関、保健所、秩父郡市医師会及び各防災機関との情報交換・収集体制の整備を図る必要がある。
２　救急・救助
（１）救急・救助における出動
ア　救急・救助の必要な現場への出動は、救命効率を確保するため、努めて救急隊と他の隊が連携して出動する。
イ　救助活動を必要としない現場への出動は、救急隊のみとし、救命を要する重傷者を優先に出動する。
ウ　町長は必要に応じて埼玉県特別機動援助隊（埼玉ＳＭＡＲＴ）の出動要請を知事に依頼する。
（２）救急・救助における活動
ア　救急処置及び救助は、救命の処置を必要とする傷病者を優先とし、その他の傷病者はできる限り自主的な処置を行わせるとともに、他の防災機関と連携の上、救急・救助活動を実施する。
イ　延焼火災が多発し、同時に多数の救急・救助が必要となる場合は、火災現場付近を優先に救急・救助活動を行う。
ウ　延焼火災が少なく、同時に多数の救急・救助が必要となる場合は、多数の人命を救護できる現場を優先に、効果的な救急・救助活動を行う。
エ　同時に小規模な救急・救助を必要とする事象が併発した場合は、救命効率の高い事象を優先に救急・救助活動を行う。
（３）救急・救助体制の整備
ア　町は、消防団詰所及び小中学校等における救急・救出救助資機材の整備を行い、消防団員及び住民等に対する救急・救助訓練を行って、消防団等を中心とした各地域における救急・救出救助体制の整備を図る。
（４）他機関への応援要請
ア　消防相互応援協定による応援要請
町長は、自地域の消防力で十分な活動が困難である場合には、あらかじめ結んだ消防相互応援協定に基づき他の消防機関に応援を要請する。
イ　知事への応援要請
町長は、自地域の消防力で十分な活動が困難である場合には、知事に対して応援要請を求めることができる。

知事は、被災地域のみでは十分な対応ができないと判断したときは、県内のその他の市町村長または消防長に対して応援出動の指示を行うことができる。
ウ　緊急かつ広域的な応援要請
知事は、被害状況を速やかに把握し、県内の消防力をもってしても対応が不可能と認め　　た時は、消防組織法第44条、緊急消防援助隊運用要綱及び「埼玉県緊急消防援助隊受援計画」に基づき緊急消防援助隊を要請するものとする。
（５）部隊間の活動調整
災害現場で活動する警察・消防・自衛隊等の関係機関は、必要に応じて、合同調整所を設置し、活動エリア・内容・手順、情報通信手段等について、部隊間の情報共有及び活動調整、必要に応じた相互協力を行う。また、災害現場で活動する災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）等とも密接に情報共有を図りつつ、連動して活動するものとする。

　　　　町は、合同調整所の設置場所の提供、その他円滑な活動に資する各種支援を行う。
（６）救助法が適用された場合の費用等
災害にかかった者の救助に要した費用は、県の「災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準」に定める範囲内において町は県に請求する。

３　傷病者搬送
（１）傷病者搬送の手順
ア　傷病者搬送の判定
医療救護班の班長は、トリアージの実施結果をふまえ、後方医療機関に搬送する必要があるか否か判断するものとする。
イ　傷病者搬送の要請
（ア）医療救護班の班長は、消防機関その他関係機関に搬送用車両の手配・配車を要請するものとする。
（イ）町は、重症者などの場合は必要に応じて、県防災ヘリコプターの要請を行う。
ウ　傷病者の後方医療機関への搬送
（ア）傷病者搬送の要請を受けた消防機関その他関係機関は、あらかじめ定められた搬送順位に基づき、収容先医療機関の受入体制を十分確認のうえ、搬送する。
（イ）医療救護班は、保有している自動車が使用可能な場合は、必要に応じ自動車により該当する傷病者を搬送することができる。

（２）傷病者搬送体制の整備
ア　情報連絡体制
傷病者を迅速かつ的確に後方医療機関へ搬送するため、収容先医療機関の被害状況や、空き病床数等、傷病者の搬送先を決定するに必要な情報が把握できるよう、災害時医療情報体制を確立する。
イ　搬送順位
あらかじめ地域ごとに、医療機関の規模、位置及び診療科目等を基に、およその搬送順位を決定しておく。災害発生後は、医療機関の被災情報や搬送経路など様々な状況を踏まえた上で、最終的な搬送先を決定する。
ウ　搬送経路
災害発生により搬送経路となるべき道路が被害を受けた場合を考慮し、後方医療機関への搬送経路を検討しておく。
エ　ヘリコプター搬送
あらかじめ、ヘリコプター離発着箇所や離発着スペースを考慮した受入れ可能な医療機関との連絡体制を確立させておく。なお、県防災ヘリコプター等による重症患者の搬送計画を策定する。
４　医療・助産
（１）医療・助産救護活動
町は、必要に応じ避難所等に救護所を設置し、医療救護班を編成し、出動するとともに、災害の種類及び程度により秩父郡市医師会、皆野病院に出動を要請し、災害の程度に即応した医療救護を行う。災害の程度により町の能力をもってしては十分でないと認められたとき、または救助法適用後、医療・助産救護の必要があると認められるときは、県（保健医療部長）及びその他関係機関に協力を要請する。
　（２）医療救護活動の原則

原則として、被災地内の診療可能な医療機関は、負傷者の受入体制を整え診療を継続する。
ライフライン関連施設等の被害により、院内での診療行為の継続が不可能な医療機関は、被災地に設置される救護所やその他の診療可能な医療機関へ、医療スタッフを派遣するとともに、医療用資機材、医薬品等を供給するなど、医療救護活動を支援する。
なお、被災地外の医療機関は、被災地からの負傷者の受入体制を確保するとともに、速やかに医療救護班を派遣する。
（３）帳簿等の整備

この計画により出動した医療救護班等は、「救助の特例等申請様式」に定める様式により、取扱患者台帳及び救助実施状況表を備えるとともに救護活動終了後、医療班出動報告書を提出するものとする。

（４）精神科救急医療の確保

町は、被災者向けの相談窓口の開設や巡回サービス等の対策活動を通じ、環境の急変等から病状が悪化し、緊急に入院が必要な精神障害者が認められた場合は、町内の精神科医療機関の協力を得ながら、適切な診療体制を確保する。

（５）透析患者など医療機器依存度の高い在宅療養患者への対応

人工透析、腹膜透析、在宅酸素療法、在宅人工呼吸器など継続的に医療機器による医療措置を要する慢性疾患への対応について、医療機関及び保健所等と連携し、適切な対応体制を確保する。

（６）救助法が適用された場合の費用等

救助法が適用された場合、災害の事態が急迫して知事による医療・助産活動の実施を待つことができず、町が医療・助産活動に着手したときに要した費用は、県の「災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準」に定める範囲内において町は県に請求する。

５　精神保健活動

災害の直接体験や生活環境の激変に伴い、被災者等が精神的不調をきたす場合があることから、被災者の精神的ケアの対応を行うため、精神科医療機関または県に精神保健活動班の派遣を要請し、避難所、応急仮設住宅等への巡回を依頼する。
第３　遺体の捜索、処理及び埋・火葬計画
災害により死亡または死亡していると推定される者については迅速かつ適切に捜索、収容、検視（見分）及び検案を行う。また、身元が判明しない死亡者については、適切に埋・火葬を実施する。なお、遺体の取扱いにあたっては、死者への尊厳に配慮し、人心の安定を図る。
１　遺体の捜索
遺体及び行方不明の状態にあり、かつ周囲の事情により死亡していると推定される者の捜索は、町が、県及び地元奉仕団の協力のもとに実施する。ただし、被害の規模等により対応が困難な場合は、必要により、警察及び関係機関へ協力を依頼する。
２　行方不明者に関する相談窓口の設置
行方不明者に関する問合せ等への対応は、町が相談窓口を設置し、警察機関と連携を図りながら実施する。
３　遺体の処理
	①　検視（見分）
	　検察、警察官は、検視（見分）を行う。

	②　検案
	　医師は、検案を行う。また、必要に応じ、遺体の洗浄・縫合・消毒等の処理を行う。

	③　輸送
	　警察官による検視（見分）及び医師による検案を終えた遺体は、町が県に報告の上、遺体収容所へ輸送し、収容する。ただし、被害の規模等により対応が困難な場合は、必要により、警察及び消防機関等へ協力を依頼する。

	④　遺体収容所
（安置所）の開設
	　町は、被害現場付近の適当な場所（寺院・公共建物・公園等収容に適当なところ）に遺体の収容所を開設し、遺体を収容する。
　なお、候補となる建物が被災すること等を考慮し、候補となる建物を複数指定しておくこととする。

　前記収容所（安置所）に遺体収容のための既存建物がない場合は、天幕・幕張り等を設備し、必要器具（納棺用具等）を確保する。

　遺体収容所（安置所）には、必要に応じて検視（見分）、検案を行うための検視所を併設する。

	⑤　遺体の収容
	　町は、収容した遺体及び遺留品等の整理を行う。

	⑥　一時保管
	　町は、検視（見分）、検案前の遺体や、火葬前の遺体の一時保管を行う。


４　遺体の埋・火葬
（１）埋・火葬の実施
身元が判明しない遺体または引き取り手のない遺体の埋・火葬は次の基準により町が実施する。
	①　埋・火葬の場所
	　埋・火葬は原則として秩父広域市町村圏組合秩父斎場で実施する。

	②　町に漂着した遺体
	　遺体が町（救助法適用地域外）に漂着した場合、町は、遺体の身元が判明している場合、原則として、その遺族・親戚縁者または法適用地の市町村に連絡して引き取らせるものとするが、法適用地が混乱のため引き取る暇がないときは、町は知事の行う救助を補助する立場において埋・火葬を実施（費用は県負担）するものとする。

	③　り災地から漂着してきたと推定できる遺体
	　遺体の身元が判明しない場合で、り災地から漂着してきたと推定できる場合には、遺体を撮影する等記録して前記に準じて実施するものとする。

	④　葬祭関係資材の支給
	　次の範囲内においてなるべく棺または棺材等の現物をもって実際に埋・火葬を実施する者に支給するものとする。

　(１)　棺（付属品を含む。）
　(２)　埋葬または火葬
　(３)　骨つぼまたは骨箱


※埋・火葬に伴う留意点
①　遺体を火葬に付す場合は、遺体収容所から火葬場に移送する。
②　焼骨は、遺留品とともに納骨堂または寺院等に一時保管を依頼し、身元が判明しだい縁故者に引き渡すもの
　　とする。
（２）埋・火葬の調整及び斡旋
身元が判明している遺体の埋・火葬は、原則として、その遺族・親戚縁者が行うものとするが、火葬場の損傷、葬祭業者の被災、柩やドライアイス等の不足等から埋・火葬が行えないと認める場合、町は業者や火葬場等の調整及び斡旋を行う。
第４　避難行動要支援者等の安全確保対策
１　避難行動要支援者の安全確保

　　町は、避難行動要支援者名簿や避難行動要支援者避難支援プランなどに基づき、情報伝達や避難誘導など避難行動要支援者への安全確保対策を実施する。
（１）避難支援等関係者は、平常時から名簿情報を避難支援等関係者に提供することに同意した避難行動要支援者の避難支援については、名簿情報に基づいて実施する。

（２）避難行動要支援者名簿の平常時からの提供に不同意であった者についても、現に災害が発生し、または災害が発生するおそれがある場合において、避難行動要支援者の生命または身体を保護するために特に必要があるときには、町は、避難支援等の実施に必要な限度で、避難支援等関係者その他の者に名簿情報を提供する。
（３）避難行動要支援者及び名簿情報は、避難支援者関係者から避難場所等の責任者に引き継ぎ、避難所生活後の生活支援に活用することとする。

２　避難行動要支援者等の安否確認及び救助活動

町は、職員による調査班のほか、住民及び避難支援等関係者等の協力を得て、各居宅に取り残された避難行動要支援者等の安否確認及び救助活動を実施するとともに、受入先となる福祉避難所、医療施設、社会福祉施設等へ避難行動要支援者等を移送・収容する。

　３　名簿に記載されていない要配慮者の避難支援・安全確保

（１）妊産婦・乳幼児等

妊産婦や乳幼児は永続的な状態ではなく、人の入れ替わりが頻繁であるため、事前の把握方法について検討するとともに、避難に時間と支援を要することが多いことを考慮し、優先的な避難等を実施し、安全を確保する。
（２）外国人・旅行者等
外国人や旅行者等は、避難行動に係る支援は比較的不要であるが、日本語や地理の理解に困難を伴うため、主に情報発信に係る支援を実施する。

４　避難生活における要配慮者支援

（１）生活物資の供給
町は、要配慮者の被災状況を把握し、要配慮者向けの食料、飲料水、生活必需品等の備蓄物資の調達及び供給を行う。配布を行う際には、配布場所や配布時間を別に設けるなど配慮する。
（２）避難所における要配慮者への配慮
ア　区画の確保
避難所内に、要配慮者のために区画された場所を提供するなど配慮する。
イ　物資調達における配慮
要配慮者のために必要と思われる物資等は速やかに調達できる体制を整備するよう努める。
ウ　巡回サービスの実施
町は、職員、民生委員・児童委員、ホームヘルパー、保健師などにより、チームを編成し、避難所で生活する要配慮者のニーズを把握し、介護、メンタルケア等の巡回サービスを実施する。
また、性犯罪や配偶者間暴力等を防ぐため、避難所には、女性相談窓口を設け、女性相談員、福祉相談員を配置若しくは巡回させる。
（３）避難所外も含めた要配慮者全般への支援
ア　情報提供
町は、在宅や避難所等にいる要配慮者に対し、手話通訳者の派遣、音声情報の提供等を行うほか、ＦＡＸや文字放送テレビ等により情報を随時提供していく。
イ　相談窓口の開設
町は、保健所等に相談窓口を開設する。各相談窓口には、職員、福祉関係者、医師、ソーシャルワーカー等を配置し、総合的な相談に応じる。
ウ　巡回サービスの実施
町は、職員、民生委員・児童委員、ホームヘルパー、保健師などにより、チームを編成し、在宅、仮設住宅等で生活する要配慮者のニーズを把握し、介護、メンタルケア等の巡回サービスを実施する。
エ　物資の提供
町は、在宅の要配慮者へ生活支援物資を確実に供給するための配布手段、方法を確立させる。
（４）福祉避難所の活用
町は、社会福祉施設等を福祉避難所として活用し、自宅での生活が困難である要配慮者を入所させ、医療や介護など必要なサービスを提供するよう努める。
（５）応急仮設住宅の提供に係る配慮
町は、応急仮設住宅への入居者の選定にあたって、要配慮者を優先的に入居させるなどの配慮に努める。
５　社会福祉施設等入所者の安全確保
（１）施設職員の確保
施設管理者は、あらかじめ整備した緊急連絡網を活用して職員を確保するものとする。
（２）避難誘導の実施
施設管理者は、避難誘導計画に基づき、入所者等の救助及び避難誘導を迅速に実施するものとする。
町は、施設入所者の救助及び避難誘導を援助するため、近隣の社会福祉施設、自主防災組織、ボランティア団体等に協力を要請する。
（３）受入れ先の確保及び移送
施設管理者は、医療施設及び社会福祉施設等の受入れ先を確保し、移送を行うものとする。
町は、医療施設及び社会福祉施設等の受入れ先や救急自動車等を確保し、施設入所者の移送を援助する。
（４）生活救援物資の供給
施設管理者は、食料、飲料水、生活必需品等の備蓄物資を放出し入所者等に配布するものとする。
町は、備蓄物資の放出及び調達を行い、施設入所者等への生活救援物資の供給を援助する。
（５）ライフライン優先復旧
町は、社会福祉施設機能の早期回復を図るため、ライフライン事業者に対して電気、水道等の優先復旧を要請する。
（６）巡回サービスの実施
町は、自主防災組織、ボランティア団体等の協力を得ながら巡回班を編成し、被災した施設入所者や他の施設等に避難した入所者等のニーズや状況を把握し、援助を行う。
６　外国人の安全確保
（１）安否確認の実施
町は、職員や語学ボランティア等により調査班を編成し、外国人登録者名簿等に基づき外国人の安否確認を実施するとともにその調査結果を県に報告する。
（２）避難誘導の実施
町は、広報車や防災無線等を活用して外国語による広報を実施し、外国人に対する速やかな避難誘導を行う。
（３）情報提供
町は、テレビ・ラジオ、インターネット通信等を活用して外国語による情報提供を行う。また、語学ボランティアの協力を得ながら、チラシ・情報誌等の発行による生活情報の提供を随時行う。
（４）相談窓口の開設
町は、庁舎内等に災害に関する外国人の相談窓口を開設する。相談窓口には、職員や語学ボランティア等を配置し、総合的な相談に応じる。
第５　帰宅困難者対策

町は、帰宅困難者に対して交通情報や被害状況等の情報を伝達するとともに、家族等への安否確認のための手段を確保するよう努める。

１　帰宅困難者への情報提供と誘導

（１）情報提供

町は、帰宅困難者に対して、ホームページ、メール、防災行政無線等を通じて、適切な情報提供を行う。

（２）誘導
町は、徒歩帰宅者に対して簡易地図等を配布するなどして、安全に帰宅するための誘導を行う。
　２　一時滞在施設の確保
（１）町は、大規模災害の発生により、鉄道等が運行停止し、当面の復旧が困難となり、駅周辺に滞留者が発生した場合、駅周辺の混乱を防止し、帰宅が可能となるまで待機場所が無い者を一時的に滞在させるための施設を一時滞在滞在施設として開放する。
（２）町は、地元警察の協力を得ながら、一時滞在施設に帰宅困難者を迅速かつ安全に誘導または案内する。

（３）町は、一時滞在施設に受け入れた帰宅困難者に対して、必要に応じ飲料水、食料等を提供する。また、交通機関の復旧情報や道路の被災、復旧に関する情報など帰宅の可否を判断できる情報を適宜提供する。
（４）一時滞在施設の管理運営については、本節・第１「避難計画」・５「避難所の管理運営」を準用する。
第15節　生活支援計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・町民生活課・産業観光課・建設課・教育委員会】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
災害時における被災者の保護及び生活の安定を図るため、食料や物資等の供給、居住の場の確保、文教対策等、迅速な生活支援を実施するための体制を確立する。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　食料供給計画
災害時に、被災者及び災害救助に従事する者に対して供給する食料について、救助限度に必要な食料の確保とその供給の確実を期する。
１　基本事項
（１）災害時における食品給与
災害時における被災者等に対する食品の給与は、原則として次により実施する。
ア　給与は、町長が実施する。
イ　給与の内容は次のとおりとする。
（ア）被災者及び災害救助従事者に対する給食または食料の供給
（イ）米穀の供給機構が混乱し、通常の供給が不可能となった場合、知事の指定を受けて、被害を受けない住民に対して行う米穀等の応急供給
ウ　給与する食品の品目は、次のとおりとする。
（ア）前号(ア)にあっては、米穀（米飯を含む。）、乾パン、食パン等の主食のほか、必要に応じて漬物、野菜等の副食、味噌、醤油、食塩等の調味料についても給与するよう配慮する。なお、乳児に対する給与は、原則として調整粉乳とする。
（イ）前号(イ)にあっては、原則として米穀とするが、消費の実情等によっては乾パン及び乳製品とする。
（２）食品給与計画の策定
町長は、災害時の食品給与の円滑を期するため、食品の調達（備蓄を含む。）、輸送、集積地、炊出し及び配分等に関する計画を内容とする食品給与計画を策定しておく。
２　食品調達計画
（１）事前協議
町長は、食品の調達に関する計画の策定にあたっては、被災想定に基づく必要数量等を把握のうえ、調達先、調達数量、輸送方法その他必要事項について、生産者、販売業者及び輸送業者等と十分協議し、その協力を得て実効性の確保に努める。
（２）米穀の調達
ア　町長は、災害の状況により、米穀小売販売業者の手持精米のみでは不足する場合は、知事に米穀の調達を要請する。
イ　町長は、交通、通信の途絶等、被災地が孤立化等、救助法が発動され応急食料が必要と認める場合は、あらかじめ知事から指示される範囲内で農林水産省生産局または関東農政局に対し、「米穀の買入・販売等基本要領（平成21年５月29日付総合食料局長通知）」に基づき応急用米穀の緊急引渡しを要請し供給する。
（３）その他の食品の調達
町長は、米穀以外の食品の給与を行う必要が生じたときは、あらかじめ策定した計画に基づいて調達を行うが、なお不足を生ずる場合は、知事に食品の調達を要請する。
３　食品輸送
（１）輸送方法等
輸送方法は、原則として貨物自動車による陸上輸送を行うものとして計算し、荷姿は次のとおりとして積載量を計算する。
　　　　玄米　紙袋入り１袋30キログラム入り（精米換算27.3キログラム）
　　　　　　　麻袋入り１袋60キログラム入り（精米換算54.6キログラム）
　　　　精米　紙袋またはビニール袋入り　１袋
　　　　　　　10キログラム入り
　　　　　　　乾パン　段ボール箱入り　１箱128食入り
　　　　　　　アルファ米　段ボール箱入り　１箱100食入り（10キログラム）
　　　　　　　乾燥がゆ　段ボール箱入り　１箱50食入り
　　　　　　　クラッカー　段ボール箱入り　１箱70食入り
（２）輸送の分担
町が調達した食品の集積場所までの輸送及び町内における食品の移動は町長が行う。
４　災害時における食品集積地
（１）集積地の選定
町は、集積地に関する計画において、輸送及び連絡に便利であって、かつ管理が容易な施設（建築物等）の中から集積地を定め、その所在地、経路等についてあらかじめ県に報告しておく。
（２）集積地の管理
食品の集積を行う場合は、集積地ごとに管理責任者及び警備員等を配置し、食品管理の万全を期する。
５　炊出しの実施及び食品の配分
（１）炊出し等の場所
町長は、炊出し及び食品の配分に関する計画においては、炊出し等の実施場所として、避難所のほか適当な場所を定めておく。
（２）県への協力要請
町長は、多大な被害を受けたことにより、町において炊出し等の実施が困難と認めたときは、知事に炊出し等について協力を要請する。
（３）実施状況報告
町長は、炊出し、食品の配分その他食品の給与を実施したとき（県の協力を得て実施した場合も含む。）は、実施状況を速やかに知事に報告する。
６　救助法が適用された場合の費用等
炊出し等による食品の給与に要した費用は、県の「災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準」に定める範囲内において町は県に請求する。
第２　衣料、生活必需品等供給計画
災害時にり災者に支給する衣料、生活必需品その他の物資について、その確保と支給の確実を期する。
１　実施責任者
り災者に対する衣料、生活必需品その他の物資供給の計画の樹立及び実施は、救助法の基準に準じて町長が行う。
２　被服、寝具その他の生活必需品の給与または貸与
り災者に対する被服等の給与は、次のとおり実施する。
（１）対象者
災害によって住家に被害を受け、日常生活に欠くことのできない「被服、寝具その他の衣料品及び生活必需品（以下「救助物資」という。）」をそう失またはき損し、しかも物資の販売機構の混乱により資力の有無にかかわらず、これらの家財を直ちに入手することができない状態にあるもの
（２）生活必需品の供給計画
ア　生活必需品の供給計画の策定
町は、被害想定に基づく必要数量等を把握の上、生活必需品の備蓄数量、品目、備蓄場所、輸送方法並びに調達方法等、生活必需品の調達計画を策定しておく。
（ア）基本事項
ａ　実施主体
原則として町が行う。
ｂ　生活必需品の給（貸）与対象者
災害時の生活必需品の給与の対象者は、災害によって住家に被害を受け、日常的に欠くことのできない生活必需品を喪失またはき損し、しかも物資の販売機構の混乱により、資力の有無にかかわらず、生活必需品を直ちに入手することができない状態にある者とする。
ｃ　目標数量
町人口の約１割である1,000人分に相当する量を目標とする。
（イ）生活必需品の備蓄
町は、生活必需品等の備蓄計画に基づき、被災者のための生活必需品の備蓄、更新及びメンテナンスを行う。
（３）給与または貸与の方法
ア　救助物資の調達、給与等は、町が行う。
イ　救助物資の購入計画は、町長が災害状況、被害世帯構成員等に基づき品目等を考慮して行う。

（４）生活必需品等の輸送
町は、調達した生活必需品を避難所等に輸送する。
町長は、災害時に被災者に給（貸）与する生活必需品（備蓄及び調達物資）の輸送計画を定めておく。

３　救助法が適用された場合の費用等
生活必需品の給与または貸与に要した費用は、県の「災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準」に定める範囲内において町は県に請求する。
第３　給水計画
災害のため飲料水が、こ渇し、または汚染し、現に飲料に適する水を得ることができない者に対し最小限度必要な量の飲料水の供給を行い、同時に給水施設の応急復旧を実施する。
１　飲料水の供給
（１）計画方法
町は、町の地域において、それぞれ独自に給水計画を樹立し、住民の飲料水の確保を図るように努め、最低必要量（供給を要する人口×約３L）の水を確保できないときは、隣接市町村または県に速やかに応援を要請する。
（２）飲料水の供給基準
り災者等に対する飲料水の供給は次の基準で実施する。
ア　対象
災害により水道、井戸等の給水施設が破壊され、あるいは飲料水がこ渇し、または汚染し、現に飲料に適する水を得ることができない者
イ　供給量
災害発生時から３日目までは、１人１日約３L、４日目以後は約20Lを目標とする。これは飲料水及び炊事のための水を合計したものである。
ウ　供給方法
飲料水の供給は、被災地の必要な地点に給水所を設け、臨時給水栓及び給水車等による浄水の供給を行い、浄水が得られない場合には、ろ水器機等の活用を図る。

（３）応急給水資器材調達計画
非常災害時における応急給水資器材の必要量を調達保有する計画を策定する。

（４）井戸等の利用
町は、災害時には、状況に応じ塩素滅菌、煮沸等により井戸水を飲料水として確保する。

２　給水施設の応急復旧
上水道、簡易水道、簡易給水施設、公共井戸及び一般の井戸の被害状況の調査及び復旧工事は町長が６日以内に完了するよう実施する。
３　救助法が適用された場合の費用等
飲料水の供給に要した費用は、県の「災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準」に定める範囲内において町は県に請求する。
第４　応急住宅対策
１　目標
（１）目的
災害による家屋の倒壊、焼失等の被害により、家屋を失い自らの資力で住宅を確保できない被災者に対して、一時的な住居を確保する必要があるため、公的住宅の利用、応急仮設住宅の用地確保や設置計画の策定など、迅速な供給を行うための体制の整備を推進する。
また、災害により半焼または半壊した住宅については、応急修理を行うことで被災者の最低限の生活を当面の間維持する。
（２）留意点
ア　応急仮設住宅の迅速かつ十分な設置
災害により住宅が滅失または損壊等により居住不能となった被災者に対して、迅速に応急仮設住宅を供給することにより、被災者の最低限の生活の確保及び生活復旧の支援を行うことが重要である。このため、あらかじめ被災者数を想定し、迅速に応急仮設住宅が供給できるよう、設置場所、資機材の調達、人員の確保体制を確立する。
イ　要配慮者向け応急仮設住宅の設置
要配慮者に配慮した応急仮設住宅の建設に要する資機材の調達・供給体制を整備する。
２　設置計画の策定
町は、以下のことを明記した応急仮設住宅の設置及び供給計画を策定する。
	設置及び

供給計画
	　町は、次の点を明記した応急仮設住宅の設置計画等を策定する。
　①　応急仮設住宅の着工時期　②　応急仮設住宅の入居基準
　③　応急仮設住宅の管理　　　④　要配慮者に対する配慮


（１）入居基準及び要配慮者に対する配慮
町は、次の入居基準に従い、入居者を選定する。入居に際しては、それまでの地域的な結びつきや近隣の状況及びペットの飼養状況等を考慮するとともに、要配慮者に配慮する。
	入居者の選定基準
	　被災者の状況を調査の上、以下の基準に基づき入居者決定する。
　①　住居が全焼（壊）または流出した被災者
　②　居住する住宅がない被災者
　③　自らの資力をもって、住宅を確保することができない被災者
※　選定に当たっては、救護班、管理班、民生委員等による選考委員会を設置して選定するものとする。
　　なお、入居に際しては、それまでの地域的な結びつきや近隣の状況や要配慮者に対する配慮を行い、コミュニティの形成にも考慮する。

	要配慮者への配慮
	　県は、応急仮設住宅を建設する際、建物の構造及び仕様について高齢者や障害者等の要配慮者に配慮するよう努める。また、町は、入居に際して要配慮者を優先的に入居させるなどの配慮に努める。


（２）応急仮設住宅の管理
町長は、県から委託された応急仮設住宅維持管理について、公営住宅に準じて行う。
　（３）入居期間

　　　　入居期間は竣工の日から原則として２年以内とする。
３　応急仮設住宅の設置
町は、応急仮設住宅の設置・管理等について、県に協力する。
４　救助法が適用された場合の費用等
知事が直接設置することが困難な場合でその設置等を町長に委任した場合の応急仮設住宅の設置費用は、県の「災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準」に定める範囲内において県に請求する。
５　建設業者及び労務の供給
応急仮設住宅の建設は、県若しくは町の直営工事または建設業者との請負契約により実施する。
６　既存住宅の利用
（１）公的住宅の利用
公営住宅や他の公的住宅の空室、公営宿泊施設を一時的に供給する。
ア　公的住宅の確保
町は災害時に、公営住宅の空室の確保に努めるとともに、他の自治体及び公団・公社等に空室の確保を依頼し、被災者に供給する。
イ　入居者の選定
入居者の選定は、応急仮設住宅に準じて町が行う。
（２）民間賃貸住宅の利用
町は、災害救助法が適用された場合は、県に対し民間賃貸住宅の一時借り上げまたはあっせんによる提供を要請する。

ア　入居者の選定については、応急仮設住宅の入居者の選定方法に準じ町が実施する。

イ　入居者管理については、県が定める基準に準じ町が実施する。
第５　被災住宅の応急修理計画
災害により半焼または半壊した住宅を応急修理することで被災者の生活を当面の間維持する。実施にあたっては、関係機関の綿密な連携のもと、資材の調達や施工者の決定を迅速に行う必要がある。
１　実施責任者
被害家屋の応急修理に関する計画の樹立と実施は、町長が行う。
２　実施基準
被害家屋の応急修理は、次の基準で実施する。
（１）修理対象者
災害により住宅が半焼または半壊し、自己の資力では応急修理できない者
（２）修理の範囲
居室、便所、炊事場等、日常生活に不可欠の部分について必要最小限度
３　救助法が適用された場合の費用等
住宅の応急修理の費用は、県の「災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準」に定める範囲内において町は県に請求する。
４　建設業者及び労務
住宅の応急処理は、町の直営工事または建設業者との請負契約により実施する。
第６　文教対策計画
文教施設、設備の被害または児童生徒等のり災により通常の教育が実施できない場合の応急教育の方法、教材等の調達・配給その他について定めるものである。
１　留意点
校舎が被害を受けたときの代替的な施設の確保、また、教員が被災した場合の教育実施者の確保など、早期に授業の再開、継続ができるよう配慮する必要がある。
２　実施計画
（１）応急教育の方法等
ア　文教施設・設備の応急復旧対策
災害の種類、規模等によりその対策はそれぞれ異なるが、被害の程度を迅速に把握し、応急処理可能な場合は可及的速やかに補修し、教育の実施に必要な施設・設備の確保に努める。
校舎の全部または大部分が被害を受け教育の実施が困難な場合は、早急に校舎の再建、仮校舎の建設の計画を立て、その具体化を図る。
イ　応急教育実施の予定場所
災害により校舎の全部または一部の使用が困難となった場合は当該学校以外の最寄りの学校、公共施設等の場所を使用して教育を実施するよう努める。
ウ　応急教育の方法
（ア）当該学校以外の場所において教育を実施する場合は、教育環境も異なり通常の教育が実施し難いことも予想されるので、それぞれの実情に応じた措置により授業が継続実施できるよう努める。
（イ）被害の程度により臨時休業の措置を執ることも予想されるので授業のできなかった時間について補習授業等を行いその万全を期す。
エ　給食等の措置
（ア）学校給食施設・設備が被災した場合は、その程度により異なるが速やかに応急処理を行い給食実施に努める。
（イ）保管中の食材料が被害を受けた場合は、応急調達の措置を講ずる。
（ウ）学校が地域住民の避難所として使用される場合は当該学校給食施設・設備は、り災者用炊出しの用にも供されることが予想されるので学校給食及び炊出しの調整に留意する。
（エ）衛生管理に十分注意し、給食に起因する伝染病、食中毒の発生のないよう努める。
オ　教育実施者の確保
教職員の被害に伴い、教育の実施が困難な場合も予想されるので当該学校以外の学校教職員の臨時配置等により教育実施者の確保に努める。
（２）教材・学用品等の調達及び配給の方法
り災児童・生徒に対する学用品の給与は救助法の基準に準じて行う。調達及び配給の方法については教育委員会並びに学校において、あらかじめ計画を立てておくものとする。
ア　実施機関
学用品の調達、配分等は、町が行う。ただし、町による調達が困難と認めたときは、県に調達を依頼する。

また、教科書については、県が町教育委員会からの報告に基づき、教科書供給所から一括調達し、その支給の方途を講じる。
イ　給与基準
（ア）学用品の給与は、住家の全焼、全壊、流失、半焼、半壊及び床上浸水等により就学上欠くことのできない学用品をそう失またはき損し、就学上支障のある小学校児童、中学校生徒（特別支援学校の小学部児童、中学部生徒を含む。）に対して行う。
（イ）学用品の給与は被害の実情に応じて次に掲げる品目の範囲内において現物をもって行う。
ａ　教材
ｂ　文房具
ｃ　通学用品
ウ　給付の時期
災害発生の日から教科書については１月以内、文房具及び通学用品については、15日以内とする。
エ　救助法が適用された場合の費用等
学用品の給与に要した費用は、県の「災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準」に定める範囲内において町は県に請求する。
（３）授業料の減免、奨学金貸与の措置
ア　被災により授業料の減免が必要と認められる者については、関係条例及び規則の定めるところにより授業料減免の措置を講ずる。
イ　被災により修学に著しく困難を生じ奨学金の貸与を必要と認められる者については、貸与について特別の措置を講ずる。
（４）その他の事項
ア　学校においては、不時の災害発生に対処する訓練を行うものとする。
なお、災害が発生し、または発生のおそれがある場合は、災害に関する情報の収集に努めるとともに、臨時休業の措置を含め、児童・生徒等の登下校の安全確保に努めるものとする。
イ　学校以外の教育機関においては、不時の災害発生に対処する訓練を行うものとする。
なお、災害が発生し、または発生のおそれがある場合は、災害に関する情報の収集に努めるとともに、臨時休所（館）を含む適切な措置を講ずるものとする。
ウ　児童・生徒等が被害を受ける事態が発生した場合は、医療機関等への連絡、応急の救助及び手当を行うなどその万全を期する。
エ　学校等においては、保健衛生に十分注意し、建物内外の清掃、飲料水の浄化及び伝染病等の予防の万全を期するものとする。
（５）文化財の応急措置
国・県・町指定建造物は、それ自体が老朽化しているものが多いため、相応の防護策として計画的な修理の促進が必要である。
建造物が被災した場合には、町教育委員会や文化財保護審議委員による被害状況報告を受けて以下の応急措置を施し、本修理を待つこととする。
ア　被害の拡大を防ぐため、地元と連絡をとりあって応急修理を施す。
イ　被害が大きいときは、損壊を防ぎ、履屋などを設ける。
ウ　被害の大小に関わらず、防護棚などを設け、安全と現状保存を図れるようにする。
美術工芸品の保管場所が損害を受けた場合には、管理体制及び整備の整った公共施設に一時的に保管させる措置を講ずる。
第７　広聴活動
町は、個別聴取またはアンケート調査員を派遣し、全般の応急対策の実施状況を把握するとともに、他の防災関係機関と連携を図りながら、被災者の要望、苦情等の収集を行う。また、必要に応じて、県に広聴活動の協力を要請する。
第16節　障害物除去計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【建設課】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
災害に際して、土砂、立木等の障害物が日常生活に欠くことができない場所や道路の機能上支障をきたす場所に在する場合に、速やかにこれを除去し、被災者の保護と交通路の確保の万全を図る。
なお、道路上の障害物については、避難路の遮断や緊急物資の輸送に支障をきたすことから、町は、緊急時に使用する道路として優先的に通行を確保すべき路線についてあらかじめ計画を立てておくこととする。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　住宅関係障害物の除去
１　実施責任者
（１）障害物の除去は、町長が行う。
（２）第一次的には町保有の器具、機械を使用して実施する。
（３）労力または機械力が不足する場合には、県または隣接市町村からの派遣を求める。
（４）労力または機械力が相当不足する場合は、建設業者から資機材労力等の提供を求める。

２　除去の基準
被災地における障害物の除去は、次の基準で実施する。
（１）対象
障害物の除去の対象となるものは、日常生活に欠くことのできない場所（居室、炊事場、便所等）に土砂、立木等の障害物が運び込まれたもので、しかも自分の資力をもってしては障害物の除去ができないものとする。
（２）除去の方法
賃金職員等あるいは技術者を動員して障害物の除去を行う。
（３）障害物除去対策者の選定基準は、救助法に定めるとおりとする。
（４）除去の期間
　　　　災害発生の日から出来るだけ早い時期に完了するものとし、町長は、その結果を県へ報告する。

３　救助法が適用された場合の費用等
住宅に対する障害物の除去の費用は、県の「災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準」に定める範囲内において町は県に請求する。
第２　道路等の障害物の除去
１　道路上の障害物
（１）実施責任者
道路上の障害物の除去について道路の応急復旧の計画の樹立とその実施は、道路法（昭和27年法律第180号）に規定する道路管理者が行うものとする。
（２）応急復旧による交通の確保
道路管理者は、道路の被害状況とその路線の交通確保の緊急性を考慮して、応急復旧順位を設定するものとする。
２　河川における障害物の除去
河川における障害物の除去については、河川法（昭和39年法律第167号）に規定する河川管理者が行うものとする。除去する障害物の優先順位については、河川の機能を確保するため、当該障害物が水流を阻害している程度と二次的な災害の発生の可能性を考慮したうえで決定する。
第３　障害物の集積場所
町長が管理する道路にかかる障害物の集積場所は、次の基準により災害発生場所の近くに設ける。
１　交通に支障のない町有地を選ぶ。
２　町有地に適当な場所がないときは、民有地を使用することとなるが、この場合においては、所有者との間に補償契約を締結する。
第４　必要な人員・機械器具等の確保
障害物の除去に必要な人員・機械器具等は、実施機関現有のものを使用するほか、適宜関係業者の協力を求めて確保するものとする。
第17節　輸送計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・運送事業者・鉄道事業者】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
災害応急活動を迅速に行うため、災害時の人員及び物資等の円滑かつ効率的な輸送に資する輸送力の向上を図る。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　調達計画
町は、車両等の調達先及び予定数を明確にし、災害発生時に必要とする車両等が調達不能となった場合、県に対して調達のあっせん、また人員及び物資の輸送を要請する。
第２　緊急輸送計画
緊急輸送にあたっては、県と町が相互に連携し、県防災活動拠点とそれらを結ぶ緊急輸送ネットワークを主たる輸送路として活用した効率的な輸送を実施する。
第３　応急救助のための輸送
応急救助のための輸送は、次のとおりとする。
１　輸送の範囲
（１）救助・医療活動の従事者及び医薬品等の物資
（２）消防、水防活動等災害の拡大防止のための人員及び物資
（３）自治体等の災害対策要員、情報通信、電気、水道施設保安要員等初動の災害対策に必要な人員・物資
（４）医療機関へ搬送する負傷者等
（５）緊急輸送に必要な輸送施設、輸送拠点の応急復旧、交通規制等に必要な人員及び物資
（６）食料、水等生命の維持に必要な物資
（７）疾病者及び被災者の被災地外への輸送
（８）輸送施設の応急復旧等に必要な人員及び物資
（９）災害復旧に必要な人員及び物資
（10）生活必需品
２　救助法が適用された場合の費用等
応急救助のための輸送に要した費用は、県の「災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準」に定める範囲内において町は県に請求する。
第18節　要員確保計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　災害応急対策の実施にあたり、平常時よりも多くの労力を必要とするため、労働者の雇い上げや民間団体の活用、ボランティア等の活用を図り、万全を期す。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　労務供給計画
災害時において災害応急対策を実施する際に不足する労力については、公共職業安定所を通じて労働者を確保し、労務供給の万全を図る。
１　要員確保
応急救助の実施に必要な労務の供給は、次の救助を行う者に必要な最小限度の労働者の雇い上げによって行う。
（１）被災者の避難
（２）医療及び助産における移送
（３）被災者の救出
（４）飲料水の供給
（５）救助用物資の整理分配及び輸送
（６）遺体の捜索
（７）遺体の処理
（８）緊急輸送路の確保
２　救助法が適用された場合の費用等
応急救助のための輸送及び賃金職員等の雇用に要する費用については、県の「災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準」に定める範囲内において町が県に請求する。
第２　奉仕団及び公共的団体等活用計画
災害時の応急対策実施に際し、女性団体、ボランティア団体、行政区等の公共的団体組織の活用を図り、もってその万全を期する。
１　基本方針
公共的団体等の活動に関する計画の樹立及び実施の増進は、町長が行う。
２　奉仕団の編成
奉仕団は、日赤奉仕団及び在宅福祉員をもって編成する。
３　活動の内容
町長は、災害のため民間諸団体の奉仕を必要とするときは、団長または責任者に対して奉仕のための出動を要請し、おおむね次に掲げる事項について依頼する。
（１）避難者の誘導
（２）被災者の救出及び救護
（３）被災者に対する炊出し
（４）避難者の保護
（５）避難者に対する諸物資の配給の補助
（６）その他災害時における奉仕
第３　災害ボランティアに関する計画
町は、ボランティアの連絡協議会等と平常時から連絡、協力体制を密にし、災害発生時にボランティアが活動しやすい環境整備を行うものとする。
１　ボランティア活動拠点の提供
町は、災害が発生した場合は、直ちにボランティアの活動が円滑かつ効果的に行われるよう、災害ボランティアセンターを設置する。
２　ボランティアの受入窓口等
（１）町に災害が発生した場合の災害ボランティアの受入は総務部企画班があたる。
なお、ボランティア受入後は、ボランティア団体が受入窓口となるほか、派遣ボランティアの種別、人数の振り分けなど被災地におけるボランティアのコーディネート業務を行う。
（２）受入窓口では、ボランティアの受入日、氏名、住所、電話番号、活動予定期間等を記した「災害ボランティア受入名簿」を作成し、受入状況を把握する。
（３）町のみではボランティアが不足する場合は、県にボランティアの派遣を要請する。
３　連絡調整
本部と災害ボランティアとの連絡調整は、総務部企画班があたる。
４　活動内容
町長は、災害ボランティアに対して、おおむね次に掲げる事項について協力依頼する。
（１）被災者の介護と安全確保・衛生管理
（２）避難所のすべての作業と保安
（３）救援物資（食料・日用品）の集積と発送
（４）被災者の要望事項や相談の行政との仲介
（５）避難所以外の被災者の支援活動
（６）被災者の毎日の状況調査
（７）町行政業務の円滑化の支援
（８）仮設住宅運営に対する支援
（９）被災者に係る活動全般
（10）その他必要な作業
第４　連携体制の確保
１　民間団体、企業との連携
町は、民間団体、企業等との連携を図るため、連絡調整、情報収集・提供及び広報活動等を行うとともに、効果的な活動が行えるよう支援する。
２　活動拠点の提供
町は、ボランティア活動が円滑かつ効率的に行われるよう、必要に応じて公共用地・建物等をボランティアの活動拠点として提供する。
第19節　自衛隊災害派遣要請計画　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
災害の態様及びその規模から自衛隊の応援が必要な場合に、直ちに自衛隊に災害派遣の要請を行うとともに、受入体制を確保し、迅速な災害応急活動を実施する。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　災害派遣活動の範囲
自衛隊の災害派遣の要請は、人命の救助を優先して行うもので、その範囲は、財産の保護のため必要があり、かつ、その実態がやむを得ないと認めるもので、他の代替する組織等がない場合とし、次の３つの要件を勘案し、おおむね次以下のとおりとする。
１　自衛隊派遣要請の３つの要件

	　１　緊急性の原則　 ：　差し迫った必要性があること。
　２　公共性の原則　 ：　公共の秩序を維持するため、人命または財産を社会的に保護する必要
性があること。
　３　非代替性の原則 ：　自衛隊の部隊が派遣される以外に他の適切な手段がないこと。


　２　要請の範囲

	・被害状況の把握　　　・避難者の誘導、輸送　  ・避難者の捜索、救助
　・水防活動　　　　　　・消防活動　　　　　　　・道路または水路等交通上の障害物の除去
　・診察、防疫、病虫害防除等の支援　　　　　　　・通信支援

　・人員及び物資の緊急輸送　　　　　　　　　　　・救援物資の無償貸付または贈与

・炊事及び給水支援　　・交通対策の支援　　　　・危険物の保安及び除去　・予防派遣

　・その他


第２　災害派遣の要請
１　連絡系統


２　県に対する災害派遣要請の依頼
（１）知事に対する自衛隊災害派遣要請は、町長が行う。
（２）町長が知事に対し自衛隊の災害派遣要請を依頼しようとするときは、次の事項を明記した文書をもって行う。ただし、緊急を要し、文書をもってすることができないときは電信、電話等により県危機管理防災部危機管理課に依頼し、事後速やかに文書を送達する。
ア　提出（連絡先）
県危機管理防災部危機管理課
イ　記載事項
（ア）災害の状況及び派遣を要請する事由
（イ）派遣を希望する期間
（ウ）派遣を希望する区域及び活動内容
（エ）その他参考となるべき事項
また、緊急避難、人命救助の場合、事態が急迫し、通信等の途絶により、知事に要求ができない場合は、直接次の部隊に通報し、事後所定の手続きを速やかに行う。
	部隊名

（駐屯地）
	連絡責任者
	電話番号

	
	時間内
	時間外
	

	陸上自衛隊第32普通科連隊

（大宮）
	第３科長
	部隊当直司令
	048―663―4241
内線　435・437
時間外　402


第３　災害派遣部隊の受入体制の確保
１　緊密な連絡協力
知事、町長、警察、消防機関等は、相互に派遣部隊の移動、現地進入及び災害措置のための補償問題等が発生した際の相互協力、必要な現地資材等の使用協定等に関して緊密に連絡協力するものとする。
２　他の災害救助復旧機関との競合重複の排除
町長は、自衛隊の作業が他の災害救助復旧機関と競合重複することのないよう最も効率的に作業を分担するよう配慮する。
３　作業計画及び資材等の準備
町長は、自衛隊に対し作業を要請または依頼するに当たっては、なるべく先行性のある計画を次の基準により樹立するとともに、作業実施に必要とする十分な資料の準備を整え、かつ諸作業に関係ある管理者の了解をとりつけるよう配慮する。
（１）作業箇所及び作業内容
（２）作業の優先順位
（３）作業に要する資材の種類別保管（調達）場所
（４）部隊との連絡責任者、連絡方法及び連絡場所
４　自衛隊との連絡窓口一本化
町長は、派遣された自衛隊との円滑、迅速な措置がとれるよう連絡交渉の窓口を明確にしておく。
５　派遣部隊の受入れ
町は、派遣された部隊に対し次の施設等を準備する。

（１）本部事務室
（２）宿舎
（３）材料置き場（野外の適当な広さ）
（４）駐車場（車一台の基準３ｍ×８ｍ）
（５）ヘリポート（２方向に障害物がない広場）
第４　経費の負担区分
自衛隊の救助活動に要した経費は、派遣を受けた町が負担するものとし、その内容はおおむね次のとおりとする。
１　派遣部隊が救助活動を実施するために必要な資器材（自衛隊装備に係るものを除く。）等の購入費、借上料及び修繕費
２　派遣部隊の宿営に必要な土地、建物等の使用料及び借上料
３　派遣部隊の宿営及び救援活動に伴う光熱、水道、電話料金等
４　派遣部隊の救助活動実施の際生じた（自衛隊装備に係るものを除く。）損害の補償
５　その他救援活動の実施に要する経費で負担区分に疑義ある場合は、協議する。
第20節　環境衛生整備計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【町民生活課・健康福祉課・産業観光課】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
被災地におけるし尿、生活ごみ及びがれきの収集、運搬、処分等を適切に行い、環境衛生の保全と被災地の早期復興を図る。
また、二次災害としての感染症の発生蔓延の防止、食中毒の発生予防のため、防疫・保健衛生活動を迅速に実施し、感染症の発生と流行の未然防止に万全を期す。

実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　廃棄物処理計画
被災地におけるし尿、生活ごみ及びがれきの収集、運搬、処分等を適切に行い、環境衛生の保全と被災地の早期復興を図る。
１　実施責任者
町は、災害により生じた廃棄物の処理を適正に行う。
２　仮設トイレ等のし尿処理
（１）被害状況等の把握
災害発生後、速やかにし尿処理施設の被害状況の有無及び被災した場合の施設の復旧見込みについて把握する。また、水道、電力等ライフラインの被害状況と復旧見込みを勘案し、避難所をはじめ被災地域におけるし尿の収集処理見込み量及び仮設トイレの必要数を把握する。
（２）収集方法
ア　し尿の収集は、業務委託業者により実施する。
イ　収集順位は、避難所等緊急汲取りを必要とする所から優先的に、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和46年政令第300号）に定める基準に従って実施する。
（３）処理方法
収集したし尿の処理は、し尿処理施設で行うことを原則とするが、災害が大規模なため処理能力を超えるとき、若しくは処理施設が被災により処理が困難な場合は、必要に応じて近隣の他処理施設への搬送及びトイレの使用制限等を行う。
（４）し尿処理施設
	処理機関
	所　　在　　地
	電話番号

	皆野・長瀞下水道組合

秩北衛生センター渓流園
	皆野町大字大渕203―1
	O494―62―0650


（５）下水道処理施設
	処理機関
	所　　在　　地
	電話番号

	皆野・長瀞下水道組合

長瀞浄化センター
	長瀞町中野上234―１
	O494―66―0747


（６）仮設トイレの設置
町は、速やかに避難所、避難場所等に仮設トイレの設置を図る。仮設トイレは、汲取り式仮設トイレを取扱い事業者から借上げる方法により設置する。
なお、必要な仮設トイレの設置に当たっては、要配慮者等への配慮を行う。
町は、水道や下水道の復旧に伴い、水洗トイレが使用可能となった場合には、仮設トイレの撤去を速やかに進め、避難所の衛生向上を図る。
（７）水の確保

断水時に下水道機能を活用するためには、水洗トイレで使用する水の確保が必要である。

そのため、町は、井戸、プール等から水を確保するとともに、住民に平常時からの水のくみ置きを指導する。

３　生活ごみの処理
（１）被害状況等の把握
災害発生後、速やかにごみ処理施設の被害状況の有無及び被災した場合の施設の復旧見込みについて電話等により確認する。また、避難所をはじめ被災地域におけるごみの収集処理見込み量を把握する。
（２）収集方法
ア　ごみの収集は、委託業者により実施するものとし、ごみの量が多大若しくは収集困難なときは、建設業者等の車両を借上げるとともに、被災地住民、消防団員、ボランティア等の協力を得て迅速に実施する。
イ　収集場所は、指定の場所とするが、被災地の状況に応じて臨時集積場所を設置し、緊急処理を必要とする区域から実施する。
（３）収集順位
保健衛生上の観点から次のものを優先して収集する。
ア　腐敗性の高い生ごみや応急対策活動上または生活上重大な支障を与えるごみ
イ　浸水地域のごみや重要性の高い施設（避難所等）のごみ
（４）処理方法
ア　可燃ごみ及び不燃ごみは、各処理施設で処分する。
イ　ごみ処理施設が被災した場合または処理能力を超えるごみが排出された場合は、県、他市町村及び民間の廃棄物処理業者等に協力を依頼し、ごみ処理施設の確保を図る。
（５）ごみ処理施設
	施　設　名
	所　　在　　地
	電話番号
	管　　理　　者
	備　考

	秩父クリーンセンター
	秩父市栃谷1477
	0494―24―8050
	秩父広域市町村圏組合
	可燃ごみ

	秩父環境衛生センター
	秩父市山田1100
	0494―23―8921
	秩父広域市町村圏組合
	不燃ごみ


（６）仮置場の確保
町は、町有地のうちから粗大ごみ等の一般廃棄物の一時仮置場を確保する。

４　がれきの処理
（１）倒壊建築物の所有者が自己処理責任に基づき自己負担において行うことが原則であるが、被災者の解体・撤去に伴う混乱防止のため、町は解体・撤去契約や金額等について指導調整を行う。
（２）被害が激甚である場合、個人の家屋等の解体・撤去は、町の国庫補助事業として実施する。
（３）仮置場等の確保
予想される被害想定から災害廃棄物の発生量を事前に予測し、必要な機材や仮置場を確保する。仮置場の候補地は、皆野町運動公園とする。

（４）処理ルートの確保
町は、危険なもの、通行上支障のあるもの等を優先的に収集運搬し、大量のがれきの最終処分場までの処理ルートを確保する。
（５）分別収集体制の確保
排出時における分別の徹底を図り、効率よく処理・処分を行う。
（６）がれきのリサイクル
応急活動後、町は、がれきの処理・処分の進捗状況をふまえ、破砕・分別等を徹底し、木材やコンクリート等のリサイクルを図る。
（７）適正処理・リサイクル体制の確保
町は、災害時に大量に発生する災害廃棄物の適正処理を確保するため、緊急時の相互援助や産業廃棄物処理業者の支援のあり方など、災害廃棄物の適正処理・リサイクル体制の確保策を検討する。
　５　環境汚染が懸念される廃棄物の処理

町は、有害物質を含む廃棄物の飛散防止対策や有害物質取扱い事業所からの混入を防止し、適正な処理に努めるものとする。
６　応援協力要請
町長は、町のみでは清掃業務が不可能または困難な場合は、県、他市町村に応援を要請し、緊急事態の収集処置に当たる。
また、町は、あらかじめ民間の清掃関連業者、し尿処理関連業者及び仮設トイレ等の取扱い業者等に対して、災害時における人員、資機材等の確保に関し、迅速かつ積極的な協力が得られるよう協力体制の整備に努める。
７　住民への協力要請
大量発生するごみ、し尿等の処理や一時保管が困難とならないよう、地域住民に対し廃棄物を分別して排出するなど、町の廃棄物処理活動に協力するよう広報を行う。
第２　防疫活動
１　防疫活動組織
町は、被害の程度に応じ迅速適切に防疫ができるよう動員計画及び必要な資材の確保計画を樹立しておく。また、災害時に県及び自衛隊の応援を得られるように協力体制を整備しておく。
（１）実施責任者
被災地内における防疫活動の実施は、町長が行う。ただし、災害の状況により、町で対処できないときは、他市町村、県その他関係機関の協力を得て実施する。
（２）衛生指導
町長は、知事または保健所長の指導のもとに、区長会及び環境推進員または健康推進員を通じて住民に対して衛生指導を行う。
（３）防疫班の編成
防疫班は、次の人員によりそれぞれ１班を編成する。
	区　　分
	１班の所要人員
	計
	備　　考

	
	町
	その他
	
	

	検病疫学検査
	１
	１
	２
	看護師

	健康診断
	１
	１
	２
	医師１、保健師１

	清潔方法
	３
	２
	５
	

	そ族昆虫の駆除
	３
	２
	５
	

	消毒方法
	３
	２
	５
	

	予防接種
	２
	０
	２
	


２　防疫活動内容
町は、感染症の発生を予防し、またはその蔓延を防止するため必要があると認めるときは「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」（平成10年法律第114号）及び「検疫法（昭和26年法律第201号）」の規定に基づき、知事の指示に従って消毒など次の措置を実施する。
（１）感染症の病原体に汚染された場所の消毒（法第27条）
ア　感染症の患者がいる場所またはいた場所
イ　感染症により死亡した者の死体がある場所または汚染された疑いがある場所
ウ　感染症の病原体に汚染された場所または汚染された疑いがある場所
（２）ねずみ族、昆虫等の駆除（法第28条）
（３）物件にかかる措置（法第29条）
感染症の病原体に汚染され、または汚染された疑いがある飲食物、衣類、寝具その他の物件について実施する。
（４）生活用水の供給（法第31条）
知事が感染症の病原体に汚染され、または汚染された疑いがある生活の用に供される水の使用または給水を制限し、または禁止した場合には、生活の用に供される水の使用者に対し、生活の用に供される水を供給する。
（５）保健所への連絡
感染症の患者を発見した場合には、速やかに保健所に連絡する。
（６）消毒及びねずみ族、昆虫等の駆除
ア　浸水家屋の消毒
浸水家屋に対する消毒は、石灰、クレゾール等の薬剤を環境推進員等を通じて各戸に配布し、次により消毒を行うよう指導する。
（ア）床上浸水家屋の実施要領
減水後直ちにクレゾール３％溶液をもって床上側壁、トイレ側壁に噴霧して行い、床下は乾燥後実施する。
（イ）床下浸水家屋の実施要領
減水後汚物を除去し、清掃通風の後石灰により行う。
（ウ）１戸あたりの配布薬剤量
	浸水区分
	石灰（床下、トイレ等）
	クレゾール（室内）
	さらし粉（井戸）

	床上浸水
	６kg
	200ｇ
	200ｇ

	床下浸水
	４kg
	50ｇ
	200ｇ


イ　害虫駆除
	名称
	駆除対象
	基　　　準　　　数　　　量

	５％ジクロスボス乳剤
	はえ
	幼虫
	・発生場所に200倍液を２㍑／m2散布
・ごみ、堆肥には400倍液を４㍑／m2散布

	
	
	成虫
	・生息場所に15倍液を直接向けて適宜噴霧

	
	蚊
	幼虫
	・発生場所40ml／水量１m2散布

	
	
	成虫
	・生息場所に15倍液を直接成虫に向けて適宜噴霧

	
	のみ
	・生息、発生場所に10倍液を直接適宜噴霧

	
	ごきぶり
	・潜み場所に10倍液を直接適宜噴霧


ウ　ねずみ族駆除
	名　　　　　　　　称
	基　　準　　数　　量

	アンツー製剤
	α―ナフチルチオウレア
（20％）
	20％の散布剤として施用させる。

	カイソウ配糖体を含有する製剤
	シリロシド（0.03～1.4％）
	0.03％～0.025％のえさとして施用させる。

	クマリン系殺そ剤
	クマテトラリル製剤
（0.0375～0.75％）
	0.0375％～0.05％のえさとして５日以上連用させる。

	
	
	0.75％の散布剤として施用させる。

	
	フマリン製剤
（0.025～1.0％）
	0.025％～0.1％のえさとして５日以上連用させる。

	
	
	0.1％～0.5％の散布剤として施用させる。

	
	ワルファリン製剤
（0.025～1.0％）
	0.025％～0.1％のえさとして５日以上連用させる。

	
	
	0.1％～0.5％の散布剤として施用させる。

	ルボルマイド製剤
	ノリボルマイド（0.5～1.0％）
	0.5％～１％のえさとして施用させる。


３　防疫用資器材の調達
（１）防疫用資器材の調達
防疫用資器材は、町所有の資器材を使用するが、不足する場合は、関係機関から調達する。
（２）防疫用薬品の調達
防疫を実施するため必要な薬品は、関係業者から調達するものとするが、調達が困難なときは、県に調達の斡旋を要請する。
第３　動物愛護
災害時には、負傷または逸走状態の動物が多数生じると同時に、多くの動物が飼い主とともに避難所に避難してくることが予想される。
町は、動物愛護の観点から、これら動物の保護や適正な飼養に関し、防災関係機関や獣医師会、動物関係団体、ボランティア、動物園等との協力体制を確立する。
１　被災地域における動物の保護
所有者不明の動物、負傷動物等は県、町、獣医師会、動物関係団体等が協力の上保護し、動物救援本部が設置する動物保護施設等へ搬送する。
２　避難所における動物の適正な飼養
第２編・第２章・第14節「災害救助保護計画」・第１「避難計画」を準用する。
３　情報の交換
町は、県、県動物救援本部等と連携して、次の情報を収集、提供する。
（１）各地域の被害及び避難所での動物飼育状況
（２）必要資機材、獣医師の派遣要請
（３）避難所から動物保護施設への動物の預け入れ希望
（４）他市町村への連絡及び応援要請
４　その他
埼玉県動物の愛護及び管理に関する条例（平成10年埼玉県条例第19号）に規定する危険な動物等が逸走した場合は、動物園及び警察の協力を得て収容、管理する。
第21節　広域応援受入計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・警察・消防・各機関】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　大規模な災害が発生した場合に、国をはじめ様々な団体からの応援を円滑に受け入れられるための体制を確立し、万全を期す。また、町外での大規模災害が発生した場合に、災害対策活動の必要な支援が行える体制の確立を図る。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　国からの応援受入れ
１　趣旨
大規模、緊急または専門的な知識及び技術が求められる救援活動に対し、国から応援及び斡旋を円滑に受入れるものとする。
２　受入体制の確立
国は、大規模な災害に際しては、緊急に対応する輸送手段、専門性を有する医療などの活動資源を有し、必要な災害活動の斡旋を行う権限を有しているので、県及び町は、相互の連絡を密にし、災害時に協力体制が十分発揮できるよう体制の整備を図るものとする。
３　町が行う対策
（１）受入体制の整備
第２編・第２章・第４節「相互応援協力計画」を準用する。
（２）応援受入れの対応
ア　受入窓口
イ　応援の範囲または区域
ウ　担当業務
エ　応援の内容
第２　地方公共団体からの応援受入れ
１　趣旨
大規模な災害により、救援活動に専門的な知識または技術が必要な場合、広範囲または長期に及ぶ場合、多くの地域からの応援を円滑に受け入れる。
２　受入体制の確立
他の地方公共団体の専門的技術及び知識を有する職員を受け入れるため、県及び町が連携し、体制を確立する。
３　町が行う対策
（１）受入体制の整備
第２編・第２章・第４節「相互応援協力計画」を準用する。
（２）受入れへの対応
ア　受入窓口
イ　応援の範囲、区域及び制約条件
ウ　担当業務
エ　応援の内容
オ　交通手段及び交通路の確保
第３　ボランティアの応援受入れ
１　趣旨
大規模な災害が発生した場合には、行政や防災関係機関のみで対応していくことには限界がある。
そのため、ボランティアの善意が効果的に生かされるよう、行政、ボランティア関係機関、ボランティア・グループ等の連携により、ボランティア等を円滑に受け入れる。
２　町が行う対策
（１）ボランティア受入体制の整備
第２編・第２章・第18節「要員確保計画」を準用する。
（２）ボランティアの受入と活動の支援
第２編・第２章・第18節「要員確保計画」を準用する。
第４　公共的団体からの応援受入れ
１　趣旨
大規模な地震災害が発生した場合には、行政や防災関係機関のみで対応していくことには限界がある。
そのため、国内の公共的団体からの所掌事務に関連する組織的応援を、他機関との連携により円滑に受け入れる。
２　受入体制の確立
県及び町は、公共的団体の防災に関する組織の充実を図るため支援、指導し、相互の連絡を密にし災害時に協力体制が十分発揮できるよう体制の整備を図る。
（１）町が行う対策
その区域内または所掌事務に関係する公共的団体に対して、応急対策等に対しその積極的協力が得られるよう協力体制を整えておく。
（２）公共的団体と活動の例示
ア　公共的団体
日赤奉仕団、医師会、歯科医師会、看護協会、社会福祉協議会、農業協同組合、森林組合、商工会、生活協同組合、医療生活協同組合、ボランティア団体、女性団体
イ　活動
（ア）異常現象、危険な場所等を発見したときに、関係機関に連絡すること。
（イ）震災時における広報等に協力すること。
（ウ）出火の防止及び初期消火に協力すること。
（エ）避難誘導及び避難所内での救助に協力すること。
（オ）被災者の救助業務に協力すること。
（カ）炊出し及び救助物資の調達配分に協力すること。
（キ）被害状況の調査に協力すること。
第５　活動経費

　　救助活動等に係る経費については、救助法、災対法等の関係法令に基づき、国、県、町及び防災関係機関が負担する。










































【伝達系統図】
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